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1 目的は 2 段階の効率化：業務執行段階（業務手順），計画策定段階（優先順位付け） 
          
      舗装，附属物   安全，快適等 
2.1 道路の維持管理に係る現状   2.2 道路利用者と道路の接点となる施設 
• “Do More With Less” 
• MCI（構造の観点），舗装点検要領 
  • 道路のパフォーマンス：機能 
• 道路管理者のパフォーマンス 
          
2.3 方法論は 2 ステップ：目的→研究テーマとしての具体化→研究テーマに係る論考 
          
              
3.1 新公共経営   3.2 業績評価   3.3 性能規定   3.4 複合指標 
• 企画部局：複数の実施部局が対象 
• 実施部局：複数の事業箇所が対象 
  • PBMC 等→道路管理者の perf. 
• EU 等舗装，米国 MQA→道路の perf. 
          
3.5 マネジメントサイクル：道路，道路利用者，道路管理者（企画部局と実施部局の 2 層） 
   研究テーマとしての具体化：2 段階＊2 層の枠組み→4 テーマ 
          
4 効率の向上に資する業務手順の見直し   5 効果の向上に資する優先順位付け 
注）数字は本論文の章番号あるいは節番号．PBMC: Performance-Based Maintenance Contract．
MQA: Maintenance Quality Assurance．MCI: Maintenance Control Index． 
図 1.2.1 本研究の進め方 
 
1.2.2 道路の維持管理に係るマネジメントサイクルの基本モデル 
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図 1.2.2 道路の維持管理に係るマネジメントサイクルの基本モデル 
 
1.2.3 研究テーマの具体化 












表 1.2.1 研究テーマの具体化のための枠組み 
段階 













































業務執行段階に関係する 2 テーマ（A，B）を第 4 章とし，計画策定段階に関係する 2 テー
マ（C，D）を第 5 章とする．5.1 節ではテーマ C と D に共通して用いる指標であるパフォーマン
ス指数（Performance Index: PI）の算出方法と両テーマで検証すべき課題について述べ，続く
5.2，5.3 節で両テーマについて論じる． 
本論文の第 4 章と第 5 章および第 3 章は既発表の内容を含む．表 1.2.2 に論文目録を示
す． 
 
表 1.2.2 論文目録 
区分 # 書誌情報 節番号 
ノート 
1 吉田武：性能規定化された技術基準の下での舗装の性能評価法の枠組
み，土木学会論文集，No. 767/V-64，pp. 279–284，2004. 3.3 
2 吉田武：道路維持管理における対症的措置のパフォーマンス指標としてのレ
スポンスタイム，土木学会論文集 F, Vol. 64, No. 1, pp. 110–114, 2008. 3.3 
3 吉田武：道路構造物維持管理における対症的維持の意義と改善，土木学会
論文集 F, Vol. 66, No. 1, pp. 208–213, 2010. 3.3 
4 吉田武：舗装の建設段階および維持管理段階における性能規定型契約，
土木学会論文集 E1（舗装工学），Vol. 68, No. 1, pp. 14–19, 2012. 3.3 
論文 5 
吉田武：道路維持管理に関する性能規定型契約を構成する概念およびそ




































    
 





    







    
     






4.3 第 4 章のまとめ 






5.4 第 5 章のまとめ 
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をなせ（Do more with less）」という課題を突き付けられている日本の舗装管理には，業務執行
効率の向上のために，業務執行段階における業務手順の改善が急務である． 







的に弱い市町村が管理する道路が 8 割を占めている． 
道路統計年報によれば，道路事業の種類は道路改良，橋梁整備，舗装新設，橋梁補修，
舗装補修，その他修繕，維持，調査，その他の 9 つである．道路は維持管理の時代と言われ




























     □ 舗装新設費 
     ᇞ 舗装補修費 
 
図 2.1.1 日本における舗装の延長と事業費の推移 
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表 2.1.2 平成 25 年度の道路事業費 
道路種別 種類 事業費（千円） 割合 
一般国道 
道路改良 1,279,802,459 0.52 
橋梁整備 307,700,865 0.13 
舗装新設 76,055,981 0.03 
橋梁補修 133,693,088 0.05 
舗装補修 86,045,864 0.04 
その他修繕 144,998,497 0.06 
維持 358,465,940 0.15 
調査 23,854,068 0.01 
その他 38,363,796 0.02 
総計 2,448,980,558 1.00 
市町村道 
道路改良 1,009,407,179 0.52 
橋梁整備 47,713,401 0.02 
舗装新設 60,731,235 0.03 
橋梁補修 52,291,440 0.03 
舗装補修 190,169,126 0.10 
その他修繕 28,259,215 0.01 
維持 357,120,965 0.18 
調査 54,923,024 0.03 
その他 154,785,026 0.08 
























検の支援策を論じるテーマ A に限り，舗装点検要領の定義に従うこととする． 







































英国アスファルト協会（Asphalt Industry Alliance：AIA）は毎年，英国道路網の 95%にあたる





るにも関わらず，賠償請求に係る支払額と対応時間の規模が 1 都市にしては大きい．2016 年
の調査からは賠償請求に係る調査項目として支払額に加え職員費用が追加されている．両者































1998 31 142     24 77     
1999 37 127 22.2   32 47 1   
2000 36 82 33.8   32 70 6.2   
2001 30 113 40 18,000 37 33 3.4 3,000 
2002 30 78 92 21,000 43 35 34 4,600 
2003 32 77 56 27,000 36 34 22 7,000 
2004 29 53 85 47,000 42 56 14 8,400 
2005 25 51 93 48,000 37 23 13 7,300 
2006 24 56 47.3 47,000 31 28 16 14,600 
2007 24 74 39 36,200 31 34 6.7 4,200 
2008 26 65 24.2 29,498 32 34 22.2 6,782 
2009 27 79 22.1 38,123 27 37 3.1 12,524 
2010 24 58.4 16.7 42,799 28 34.2 5.6 5,636 
2011 27 68 10.6 35,383 33 42 6.4 7,410 
2012 23 58 16.7 37,300 30 32 3.2 7,100 
2013 25 54 23.8 38,560 33 34 6.3 8,500 
2014 24 68 11.1   34 32 4.4   
2015 23 64 20.2   29 31 2.2   









因となっていると ALARM 調査は結論している． 
 
2.1.2 構造物の老朽化対策と予防保全 























て政令で定めるとした「道路の構造の技術的基準」は道路構造令（昭和 45 年政令第 320 号）
として制定された．一方，道路法第 42 条が政令に委ねるとした「道路の維持又は修繕に関す
る技術的基準その他必要な事項」は長らく未制定であった．今回，道路法等の一部を改正す
る法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（平成 25 年政令第 243 号）により，道路法






































































関係法律の整備に関する法律」（平成 23 年法律第 37 号．第１次一括法）が成立した．これに









持管理基準（案）」（平成 25 年 4 月，国土交通省）が示され，以前に比べてより管理基準が明
確化された．舗装については，「舗装のシール材の注入や切削による舗装補修は，路面のひ































道路法第 2 条による分類 













図 2.1.2 施設の特性を踏まえた合理的な点検の方針 
 
表 2.1.6 トンネル等の健全性の診断結果の分類 
 区分 状態 
Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。 
Ⅱ 予防保全段階 構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を講ず
ることが望ましい状態。 

















は 20m ごと 5 断面の外側わだち部と内側わだち部の 10 個の値より最大値と平均値を計算す
ることが明記されている． 
表 2.1.7 に道路構造物の点検要領を示す．道路橋定期点検要領（道路局，2014）が道路法
施行規則第 4 条の 5 の 5（原文は第 4 条の 5 の 2）の規定に基づいて行う点検に関するものと
位置付けられているのに対し，舗装点検要領（道路局，2016）と小規模附属物点検要領（道路






表 2.1.7 道路構造物の点検要領 



















10 月  舗装点検要領 
2017 年
3 月 舗装点検要領 小規模附属物点検要領 
2017 年
8 月  道路土工構造物点検要領 






















舗装の耐荷力  表層の寿命   表層の性能 
      
      
 
管理目標 














      
       
 舗装の設計期間   供用時間 
       
 舗装の寿命   
      






















































40%～50%，わだち掘れ量が 40mm である． 
1980 年代に当時の建設省（現，国土交通省）が開発した維持管理指数（Maintenance 
Control Index: MCI）は 3 種類の路面特性値から算出することが基本である．ただし，データの
未整備や特定の路面特性値だけが著しく増加する舗装の存在を想定して，以下の 4 式のうち
最小値をもって MCI とすることとしている．MCI による判断基準は，5 以上であれば望ましい
管理水準，4 以下であれば修繕が必要，3 以下であれば早急に修繕が必要，である． 
2.07.03.0 47.029.048.110  DCMCI                 (2.1.1) 
7.03.0
0 30.051.110 DCMCI                    (2.1.2) 
3.0
1 23.210 CMCI                          (2.1.3) 
7.0
2 54.010 DMCI                          (2.1.4) 
ここで，C：ひび割れ率%，D：わだち掘れ量 mm，σ：平たん性 mm であり，σ が未測定の場合





1990 年代に入り舗装の修繕が MCI だけでなく，沿道住民や道路利用者からの苦情を受け
て判断されている実態が明らかとなった（建設省，1997）．これに対応するため，池田と東嶋
（1998）は道路管理者による評価としての MCI の適合性を定性的方法により確認した．また，





















































































マネジメント的なフィードバック  工学的なフィードバック 
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ACTION   ACTION   Action  Do   
      ↖ Check ↙   
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（Human–Road Interface Facilities: HRIF）と呼ぶ． 
HRIF の要件は，道路利用者が施設の状態とサービスを知覚でき，その維持管理ニーズが








舗装および防護柵，道路標識，区画線でこの 3 構造と 3 配列を網羅していることから，附属物
を防護柵，道路標識，区画線により例示することとした． 
 









一  道路上のさく又は駒止 
二  道路上の並木又は街灯で第十八条第一項に規定する道路管理者の設けるもの 
三  道路標識、道路元標又は里程標 
四  道路情報管理施設（道路上の道路情報提供装置、車両監視装置、気象観測装
置、緊急連絡施設その他これらに類するものをいう。） 
五  道路に接する道路の維持又は修繕に用いる機械、器具又は材料の常置場 
六  自動車駐車場又は自転車駐車場で道路上に、又は道路に接して第十八条第
一項に規定する道路管理者が設けるもの 
















表 2.2.2 工種，構造，幾何学的配列の多種性 
資産区分 工種 構造 幾何学的配列 
舗装 アスファルト舗装 














その原因の特定は困難である．平成 23 年度から平成 27 年度を計画期間とする第 9 次交通
安全基本計画（内閣府，2011）の道路交通の安全に係る対策の柱は，1) 道路交通環境の整



















































































































































大規模修繕 × × × 低下した強度を向上させる． 
小規模修繕  × × 良好な状態を保護する．損
傷が軽微な内に，劣化抑制
あるいは供用性回復を行う． 
予防的維持  × × 
日常的維持   × 

































































































をなせ（Do more with less）」という課題を突き付けられている日本の舗装管理には，業務執行
効率の向上のために，業務執行段階における業務手順の改善が急務である． 












なわち特定の機能に関し，維持管理指数（Maintenance Control Index: MCI）に代えて適用で
きる指標が存在せず，影響を与える路面特性の水準を路面特性間で比較する手段も存在し
ない．従来の路面特性に係る指標間の比較可能性を確保するとともに，機能の観点から開発















































点から開発されたものではない複合指標である MCI を補完する指標を開発する必要がある． 
HRIF としての舗装の維持管理の効率化を具体的かつ実践的に検討するために，本研究の
方法論は，研究目的の達成のための研究テーマとしての具体化と，その研究テーマに係る論
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1980 年代後半から 1990 年代初頭にかけて保守党政権下で展開された古典的な新公共







で設定することとした．2004 年，各府省は毎年度，1～3 か年度を対象期間として PSA で設
定した業績目標を達成するために提供するアウトプットの内容，目標値等を設定した事業計画
を作成することとされた．各府省は政策目標別にアウトカムの改善に要したコストを報告するこ
































イングランドにおける高速道路と幹線道路は，Design Build Finance and Operate (DBFO)契
約や Private Finance Initiative (PFI)契約による一部の区間を除き，道路庁（Highways Agency: 
HA）と民間企業との間の Managing Agent Contractors (MAC) 契約により管理されている．
MAC 契約における品質マネジメントの中核は，国際標準である ISO9001 と ISO9004 に則っ
たプロセス・アプローチによる，パフォーマンスに基づく継続的改善である（HA，2009a）．受注

































































国道では，1998 年に契約期間を 10 年とした性能規定型の維持管理契約（Performance-
Specified Maintenance Contract: PSMC）が採用された．この契約方式では多数のパフォーマン
ス指標が規定され，受注者は当該規定を満足するよう維持管理する責任を有する（Hyman，













れた（Manion and Tighe，2007）（Agar，2011）． 


























ションを目的としたものまで，多様な枠組が混在している（Bremmer et al., 2005）． 
a) 維持管理の品質保証 
1999 年の Stivers et al.（1999）による実施マニュアルは，維持活動を通して達成されたサー
ビスのレベル（Levels of Services: LOS）を監視するための手順として，維持管理の品質保証
（Maintenance Quality Assurance: MQA）を確立した．維持活動と LOS を関連づけた MQA を
通して，不適切な活動の発見および使用材料や実施手順の改善が可能となる（Smith and 
Adams，2005）．MQA は多くの州で採用され実際の維持活動において活用されている．例え
ば，ワシントン州の MAP（Maintenance Accountability Process），モンタナ州の AMMO
（Accountability for Montana’s Maintenance Operations），ウィスコンシン州の Compass である．
MQA の枠組で用いられるアウトカム指標は諸州間で共通しているが，定義や測定方法が完



































造要素基準では 108 の構造要素について，定義，測定単位，3 から 5 段階の構造的状態の
定義，各状態に応じた対策の選択肢が明記された．現在，40 以上の州が CoRe システムに基
づく要素レベルの点検を実施している（Thompson and Shepard，2000）．近年では橋梁以外の
施設の維持管理についても指標の共通化の必要性が認められている．指標の共通化の事例







参考文献）#1 Hyman，2004．#2 Adams and Smith，2005；Adams and Smith，2006．#3 Adams et al.，


















































































































































2000 Scottsdale ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ #1
2004 NCHRP Report 511 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ #1
2004 Madison-MQA*1 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ #2
2008 Durham-MQA*1 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ #3
2009 NCHRP Report 632*2 ＊ ＋ ＊ ＊ ＊ #4
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ある LOS も追加された． 
2004 年にウィスコンシン州マディソン（Madison）で中西部地方大学交通センター（MRUTC）






られておらず，その他の指標を顧客満足の評価に代用している（Smith and Adams，2005）． 
 2008 年のノースカロライナ州ダラム（Durham）での第 2 回 MQA 専門家交流を受けて，2009


















レベルの指標等，より高位の指標開発の必要性が確認された（Zimmerman and Yurek，2012）．  
 















































































ト プ ッ ト 実 績 あ る い は
LOS 実績の測定と評価 
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計画的維持    対症的維持 
  作業標準   
アウトプット 
（個別事業の量）    
アウトプット 
（個別事業の量） 
  積算基準   
インプット 
















































































表 3.2.1 道路部門における 3 視点 8 領域の下でのパフォーマンス指標 
視点 
領域 政府 道路管理者 道路利用者 
アクセス 
移動 











































































































＊レーン km あたり管理費用 
＊間接費の割合 
＊リサイクルされる建設資材の割合 








































































定時性 旅行速度，所要時間，渋滞長 交通：混雑度，飽和度 
雪寒地の旅行速度 積雪深，除雪頻度 













































































 米国の政府会計基準審議会（Governmental Accounting Standards Board: GASB）（2010）の
業 績 報 告 制 度 で あ る サ ー ビ ス 提 供 努 力 と 成 果 に 関 す る 報 告 （ Service Efforts and 
Accomplishments Reporting：SEA 報告）は，本質的要素として目的と範囲，ゴールと目標，重
要指標，結果と課題に関する議論と分析の 4 つを含む．また，品質的要件は関連性，理解容






























a) HRIF の複合的効果 












表 3.2.3 に示すように，研究事例は HRIF 以外に橋梁も対象として含め，附属物の健全性
として機能の観点からのサービス水準ではなく残存耐用年数に着目している．また予算配分
あるいは計画策定を目的とし，予算制約下の目的関数あるいは費用最小化の制約条件となる
アウトカムを特定している．そのうち Li and Sinha（2003,2004）は道路の多機能性を前提として
いるが，Gharaibeh et al.（2006）や Bai et al.（2012）と同様に旅行速度，事故率等の社会的課題



















表 3.2.3 HRIF の複合的評価に係る研究事例 
研究事例 資産区分別のパフォーマンス指標 予算配分・計画策定 
舗装 橋梁 附属物 アウトカム 数理計画の解 
Sadek et al. 
(2003) PCI PONTIS の結果 












構 造 ・ 路 面 状
態 ， RSL ， 迂 回








パ フ ォ ー マ ン ス
指標の変化が示



















Bai et al. 
(2012) 
IRI ， 衝 突
率，旅行速
度 
BCR が 5 以上の
割合，衝突率，
旅行速度 







PCI BHI RSL  





頭字語）BCR: Bridge Condition Rate，橋梁状態評点．BHI: Bridge Health Index，橋梁健全度．IRI: 
International Roughness Index，国際ラフネス指数． NBI: National Bridge Inventory，全国橋梁台
帳．PCI: Pavement Condition Index，舗装状態指数．RSL: Remaining Service Life，残存耐用年
数． 
 


































度，舗装の IRI，橋梁の橋梁状態評点 BCR が 5 以上の割合，附属物の残存耐用年数を用い
た．3 つ以上のパフォーマンス指標のトレードオフについては，2 つのパフォーマンス指標を残
して他を制約条件とした．パフォーマンス指標とその工種別予算との限界代替率を求めてい
れば，制約条件となった工種の予算を決定できる．Fwa and Farhan は，パフォーマンス指標と
して，舗装の PCI，橋梁の BHI，附属物の残存耐用年数と設計耐用年数との百分率を用いた． 
評点化における観点．Sadek et al.は，工種別状態指標を供用年数の関数とし，回帰分析に
よる予測式の係数を道路種別，表層材料，交通特性等に応じて変化させた．データが不十分
な場合は，それぞれの耐用年数に対する供用年数の比に応じて状態指標には 100 から 0 ま
















増加分は舗装に配分された．Li and Sinha は，機能別のパフォーマンス指標の重み係数およ
び機能の重み係数を，道路管理者グループと道路利用者グループに分け選好を尺度で問う
直接質問法と確実性等価法により求めた．機能の重み係数に大きなばらつきが見られたため，
アンケート回答者別に，第 1 階層に機能の重み係数，第 2 階層に回答者，第 3 階層に機能を





















（Pavement Condition Index: PCI）を用い，橋梁の維持計画と予算額については PONTIS の結
果を活用した．既存のパフォーマンス指標が 100-0 尺度でない場合は 100-0 尺度に変換した． 
予算配分の実態との比較．Sadek et al.は，工種別予算額の決定には工種別の回帰分析と
直線近似に基づき設定されたネットワークレベルでの状態－予算曲線を用いるとともに，日常







































類の体系が整った．すなわち，4 月に道路構造令（昭和 45 年政令第 320 号）が改正され，ア
スファルト・コンクリート舗装及びセメント・コンクリート舗装が車道及び側帯の舗装の標準でなく




































注）赤字 A は予防的維持（性能回復，劣化抑制），B および C は日常的維持（性能回復），D は修繕
（性能回復，劣化抑制）を表す．なお，維持の区分（予防的維持，日常的維持，対症的維持）は米国
連邦道路庁 FHWA（2005）の区分に拠った． 



















































































能  itP が式(3.3.1)で表されるとする（図3.3.1，黒線）． 
      ttWMQtPttP iii  ;,                     (3.3.1) 
ただし，  itWMQ ;, は舗装の品質に起因する性能低下割合を表しており，したがって，舗装の
品質が高いほど  itWMQ ;, は小さくなる．  itWMQ ;, が性能非規定要因である材料の品質 M と
工事の出来W に左右されることは予想できても，それを記述することはできない．しかし，
     tttPtP ii  / を記述することはできる．なお，この方法が適用できるのは，任意の時点で
の舗装の性能  itP が客観的指標により立証（計測）可能であり，短期間 t での性能の低下












含まれる（Scott III et al., 2011）． 
ワランティを適用できる性能の要件は，成果が受注者の管理できるもので定量的かつ計測
可能であり，受注者が管理できない要因の影響は成果と区別できることとされている
（Carpenter et al., 2003）．米国では，この条件を満たすアスファルト舗装の性能はわだち掘れ，
平坦性，ひび割れ，摩擦であり，ポットホールは受注者の管理できない要因が引き起こすとさ
れている（Scott III et al., 2011）．受注者の管理できない要因が存在する場合，任意の時点で
の舗装の性能  itP は式(3.3.2)で表される． 









（Carpenter et al., 2003）．これは，材料の品質 M と工事の出来W を高めることで，施工直後の
性能  0tP と供用中の舗装の品質に起因する性能低下割合  itWMQ ;, を改善することを指す．
受注者の管理できない要因の影響がない場合，公的モニタリングの結果    itPtP 0 により舗
装の品質を確認できることは式(3.3.1)で明らかにした．受注者による自発的な補修が実施され
た場合，任意の時点での舗装の性能  itP は式(3.3.3)で表される． 






































（Stankevich et al., 2005）（Zietlow，2005）（Hyman，2009）（Anastasopoulos et al., 2010）






ない，2) 契約管理に要する費用（取引費用）をコストとして認識していない，および 3) 直営業
務の廃止に伴う費用（公有機材の処分，職員の転職支援等）を考慮していない，等を指摘した．

























2000 年 6 月に開始された．プロジェクトはコロンビア特別区（D.C.）交通局，連邦道路庁および














際の道路が到達していれば 100 点として，道路の状態が評価される．契約 1 年目の成績は 92
点であり，高い評価を得ている（FHWA，2002）（Dipompo and Robinson，2001）． 
 性能基準は資産毎に定められた．すなわち，表 3.3.1 に示すように，舗装構造，トンネル等の
維持区分は維持要素に細分され，維持要素に適した性能指標が選定された．さらに，表 3.3.2











表3.3.1 DC STREETSにおける［維持区分：舗装構造，交通安全］に係る維持要素と性能指標 
 
 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































3) 各基準の評価結果が 1 から 5 の整数で定量的に表現される：性能指標の実測値（例えば，
わだち深さが 10mm）を他の性能指標の実測値（例えば，IRI が 300）と比較することはできな
いが，評価基準により 1 から 5 の整数が割り当てられれば比較が可能となる． 















標準を超えている場合には 100 点を上回る．表 3.3.3 に示すように，「％表示の得点」により各
維持区分の平均の基準達成率を知ることができる．「重み付き得点」の合計，すなわちプロジ









表 3.3.3 DC STREETS における１年目評価の結果 
維持区分 %表示の得点 重み付き得点 (参考)重み 
舗装構造 98% 9.63 9.8 
車道清掃 80% 6.28 7.9 
排水 110% 8.10 7.4 
路側（縁石，側溝，歩道） 105% 7.62 7.3 
交通安全：防護柵，柵及び緩衝材 91% 7.20 7.9 
路側清掃 94% 6.71 7.1 
路側植栽 92% 6.06 6.6 
橋梁 94% 8.36 8.9 
トンネル 99% 9.20 9.3 
交通安全：路面標示 96% 7.13 7.4 
交通安全：標識 82% 5.80 7.1 
交通安全：照明 68% 5.17 7.6 
その他の資産：歩道橋，WIM 基地 86% 5.09 5.9 
プロジェクト全体  92.34 100.2 
 




































(2)  性能規定型維持管理契約等を構成する概念と効果との関係を分析する意義 


































   契約 
 事業実施  外部 
検査    検査 
多  実施効果に係る評価  無 
図 3.3.2 維持管理の改善の流れおよび海外・日本における外部委託の範囲 
 

































    


















































表 3.3.4 米国 Fort Wayne 市におけるレスポンスタイムの短縮 
自治体 Fort Wayne 市（Indiana 州） 
時期 2000 年から 
対象 ポットホールの修繕（目につきやすいサービスであり住民の大きな関心事であることが採択
の理由） 








通報後 24 時間以内に修繕されたポットホールの割合：77％→99.6％ 








州，規制標識に関しては 4 州，路面の変状（ポットホール等）に関しては 3 州との報告もある
（WISDOT，2004）．一方，市郡レベルで独自の基準を定めている自治体も少なくない．表
















Virginia 州：安全を脅かす場合直ちに，その他の場合 2 日 
Washington, DC：3 日（72 時間） 
Rutland 郡(UK)：深さ 25mm 以上あるいは大きさ 200mm 以上 1 日 
Galway 郡(Ireland)：国道等（日交通量 5,000 超）2 日，地域道路（同 3,000-5,000）5
日，地方道路の主要なもの（同 250-2,999）10 日，地方道路（同 250 未満）20 日  
防護柵 
Virginia 州：損傷が激しい場合 2 日，損傷はあっても機能している場合 1 週間 




装置を設置し 30 日以内に修理，機能している場合翌日警告装置を設置し 60 日以
内に修理，路線（同 1,000-6,000）で機能していない場合翌日警告装置を設置し 60





New Mexico 州：都市部 1 時間（勤務時間外 1.5 時間），地方部 1.5 時間（同 2 時
間） 
New Jersey 州：2 時間 
Virginia 州：人口稠密地域当日内，補助幹線道路 24 時間 
Rhode Island 州, British Columbia 州(Canada), Washington, DC：24 時間  
Rutland 郡(UK)：2 日 
その他の標識 
British Columbia 州(Canada)：2 日から 7 日 
Washington, DC：駐車標識 60 日，街路名標識 45 日 
Rutland 郡(UK)：14 日（指示標識，警戒標識） 
信号機 
Rhode Island 州：勤務時間内直ちに 
Indiana 州, New Jersey 州：2 時間 
Virginia 州：2.5 時間  
Portland 市（Oregon 州）：1 時間から数日 




























Florida 州：受注者は，休日を含む毎日 24 時間，非常事態の通報後 15 分
以内に対応開始，60 分以内に現場到着（未着の場合は報酬減額）． 
Lincolnshire 郡(UK)：受注者は，非常事態の通報後 1 時間以内に現場到
着，標識・信号機等の交通安全施設を 24 時間以内に修理． 





















































進展過程 道路管理者 道路利用者 通報者 
  巡回 通行  
損傷の発生    
Tblind Thazard  
  損傷に遭遇 （損傷に遭遇） 
    Tconsume 
損傷の認知   発見  管理者への通報 
修復    Tresponse  Twait 
    
損傷の解消 修復完了   
Tlag   
   修復完了の認知 






























表 3.3.7 対症的維持の改善策の枠組み 
視点 














































































































































施策名 標識BOX（標識意見箱） 道の相談室 道路緊急ダイヤル 










































































































表 3.4.2 複合指標の作成手順 
 段階 要点 






















6 Weighting and aggregation 
重み付けと集成 
理論の枠組みに沿って行う． 



























































せである（Ellis and Thompson, 2007）．カナダのオンタリオ州が用いている橋梁状態指数
（Bridge Condition Index: BCI）は米国の橋梁HIと同じ方法であるが，数値化が困難な利用者




が異なる路面特性に関する既存データを 0 から 5 までの無次元数に変換したパフォーマンス
インデックス（Performance Index: PI）を定義した．舗装の構造と状態が機能に果たす貢献を説
明するために，安全，快適，構造，環境に関して複数の PI を結合した結合 PI が開発された．
各 PI の重み係数は，域内各国の専門家からの情報を統計処理したものとして，表 3.4.3 に示
すように，最小値，最大値，中央値，平均値が環境を除き提案されている．さらに，ネットワーク
レベルでの舗装の評価のために，結合 PI を組み合わせて総合 PI を得るための重み係数が，
84 
 
表 3.4.4 に示すように道路種別別に定義されている． 
 
表 3.4.3 結合 PI に用いる機能別の路面特性と重み係数 
路面特性 

























縦断凹凸     1.0 1.0 1.0 1.0 0.5 0.8 0.7 0.6 
わだち掘れ 0.8 1.0 1.0 0.9 0.6 0.8 0.8 0.7 0.4 0.8 0.5 0.5 
テクスチャ 0.4 0.9 0.5 0.6 0.3 0.5 0.5 0.4     
すべり抵抗 0.4 1.0 1.0 0.9         
支持力         1.0 1.0 1.0 1.0 
ひび割れ     0.3 0.8 0.6 0.5 0.8 1.0 0.9 0.9 
路面損傷 0.2 0.8 0.7 0.6 0.3 0.8 0.8 0.6     
注）* 最小値は 2 番目に小さい値，最大値は 2 番目に大きい値． 
 
表 3.4.4 総合 PI に用いる道路種別別の機能と重み係数 
道路種別 機能 
安全 快適 構造 環境 
自動車専用道路 1.0 0.7 0.65 0.25 
主要幹線道路 1.0 0.7 0.8 0.3 




て 0 から 100 の指数に変換され，さらに相対的重要性により加重平均され結合指標となる．結
合指標を区間延長により加重平均することでネットワーク指標に拡張する．機能別に結合すべ
き路面特性と重み係数は明示されていない．ただし，路面特性が機能に与える影響の程度




EU によれば，機能別複合指標である結合 PI は，道路管理における高度な意思決定を支
援するために，1) 舗装の性能の多様な側面を定量化すること，2) ネットワークレベルでの舗
装の性能を報告すること，3) 他の道路管理者との比較を容易にすること，4) 可能な改良計画









維持管理品質保証（MQA）の事例として，フロリダ州の MRP（Maintenance Rating Program）
（FDOT，2015）（Hosni and Khalafallah，2008）（Markow，2012），ミシシッピ州の AMMO
（Accountability in MDOT Maintenance Operations）（Markow，2012）（MDOT，2007）（Hauser，
2013），カリフォルニア州の LOS2000（Caltrans，2009），テキサス州の TxMAP（Texas 





事例を参考として扱う．なお，米国諸州の MQA プログラムを付録-2 として添付している． 
 






































MRP ＊ ＊ ＊ ＊ ＊    
AMMO ＊ ＊ ＊ ＊  ＊ ＊  
LOS2000 ＊ ＊ ＊ ＊     
TxMAP ＊ ＊ ＊ ＊ ＊    
考慮する Compass ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
   
MAP ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
注）*1 Compass では路肩を指す．*2 TxMAP では路側に含まれる．*3 TxMAP，






































































































MRP    ＊    ＊ ＊ ＊ 
AMMO ＊ ＊  ＊    ＊ ＊  
LOS2000 ＊ ＊ ＊ ＊    ＊  ＊ 
TxMAP ＊ ＊ ＊ ＊      ＊ 
EU*7 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊    
Austroads*7 ＊ ＊ ＊  ＊ ＊ ＊    
注）*1 これ以外にブリージング，陥没・隆起，剥離，ランプ，ごみくずが 1 事
例ずつある．*2 LOS2000 と TxMAP では乗り心地を指す．*3 TxMAP と
EU では路面損傷を指す．*4 MRP と AMMO では端部ラベリングを指す．
*5 何らかの鉛直変位が含まれるかもしれない舗装表面で特定されたエリ
アの水平変位である（舗装工学委員会，2015）．*6 端部あるいは路肩の























































MRP ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
AMMO ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
LOS2000 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
TxMAP ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
Compass ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

















では検収計画（acceptance plan）の方法として Attributes（属性）によるものと Variables（変量）に
よるものがあり（TRB，2009），MQA における LOS のための 2 通りの統計的アプローチも，適
合・不適合の区間数の割合によるものが method of attributes（属性法），適合・不適合の施設
数量の割合によるものが method of variables（変量法）と呼ばれている（Schmitt et al.，2012）． 
舗装の安全性に寄与する特性として日本においても測定データの整備が課題となっている
ポットホールを例にとると，適合した区間数の割合を評点とする MRP，LOS2000 も，単位延長

































































































































































決定的安全 <2% <5% <9% <15% >15% 中央線，規制・警戒標識（緊急的維持） 





乗り心地・快適 <6% <15% <29% <50% >50% 案内標識（日常的維持） 
管理 <7% <18% <35% <60% >60%  














































た 2 点と同様に検証する必要がある． 
 




































































































































の HRIF の維持管理に係る評価の実践事例として米国の MQA があるが，道路の多機能性と













































































































3.4.2 項では，EU と Austroads における舗装の機能別複合指標について，機能，路面特性，
重み係数を整理した． 
 



























































          影響 
 最終アウトカム  
 社会的課題  
   
 貢献  
 中間アウトカム  
 複合指標  
 統合  
 個別指標群  
   


























































































表 3.5.1 研究テーマの具体化のための枠組み 
段階 














































業務執行段階に関係する 2 テーマ（A，B）を第 4 章とし，計画策定段階に関係する 2 テー



























（2003,2004）は道路の多機能性を前提としているが，Gharaibeh et al.（2006）やBai et al.（2012）
と同様に旅行速度，事故率等の社会的課題の水準を表す指標を評価に用いている．






























































表 3.5.2 研究テーマの前提と意義 









区間長 100m の Dmean と Dmax 



















区間長 100m の C，Dmean，σ 








区間長 100m の C，Dmean，σ 
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第 4 章 効率の向上に資する維持管理の業務手順の見直し 
4.1 修繕予算配分の公平性と点検の省力化 
4.1.1 舗装点検要領の規定と検証すべき課題 






























PD とは規格値を満足しない百分率，基準内率（Percent Within Limit: PWL）とは規格値を
満足する百分率を指す．規格値には，維持管理指数（Maintenance Control Index: MCI）の判
断基準「5 以上であれば望ましい管理水準，4 以下であれば修繕が必要，3 以下であれば早
急に修繕が必要」（建設省，1980）のような下限規格値（Lower Specification Limit: LSL）と，ひ
び割れ率，わだち掘れ量，平たん性による補修要否判断の目標値（道路維持修繕要綱，1978）
のような上限規格値（ Upper Specification Limit: USL）がある．米国交通調査委員会
（Transportation Research Board: TRB）によれば，品質保証（Quality Assurance: QA）とは製品
や施設が要求された品質を満足していることを保証するのに必要な証拠を提供する活動であ
り，品質を定量化するために確立された尺度には PD，PWL，品質指数（Quantify index: Q）が
含まれている（TRB，2009）．品質指数 Q は標本の平均と標準偏差を規格値に関連付けたも
のであり，適切な表とともに用いることで PD や PWL を推定することができる．米国連邦道路庁
（Federal Highway Administration: FHWA）は，施工に係る品質保証における最善の指標とし
て，母集団の中心と散らばりの数値的尺度を与える PWL の使用を推奨している(Burati et al.; 




独自の維持管理品質保証（Maintenance Quality Assurance: MQA）プログラムにおいて，施設
特性の評点化に PD あるいは PWL を用いている．複数の評価単位区間（各 160m）からなる管
理区間の PD を求める方法には属性法（method of attributes）と変量法（method of variables）が
ある．舗装の場合，属性法は評価単位区間内の損傷の有無に着目し，損傷があれば当該評
価単位区間は不良と評点化される．変量法は評価単位区間内の損傷の延長に着目し，当該
延長の 160m に対する割合により当該評価単位区間が評点化される．管理区間 PD は，属性
法では不良区間数の全区間数に対する割合で与えられ，変量法では全損傷延長の管理区
間延長に対する割合で与えられる（Schmitt et al., 2012）．Schmitt et al.（2006）は，MQA プログ
ラムに適用できる統計学の知見を整理するとともに，区間推定された PD の信頼限界を基準値
と比較することで管理区間の合否を判定する方法を提案した．Weed et al.（2007）は，施設特性


















































量である．PD とは，ある 1 つの評価単位区間内の例えばわだち掘れの分布から推定される，
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図 4.1.2 評点化の方法，点検手法および評価単位区間データの関係ならびに管理区間 PD の例 
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の順序を表す．例示は点検 9 箇年計画の 5 年目の場合である． 






















区間データは，i) 複数の測定データ，ii) PD，iii) 基準内・不良の別である．表 4.1.1 に評点化
の方法と点検手法および評価単位区間データの関係を示す．例えば，点検手法として機器を
用いた手法を選択した場合，点検に係るコストは最大となるが，得られた複数の測定データか















 XZ                      (4.1.2) 
ここで，Z：標準正規分布表で用いる Z 統計量，X：観測値，μ：母集団の平均，σ：母集団の標
準偏差． 
品質指数 Q は次式で定義されている． 
s
LSLmQL
                    (4.1.3) 
s
mUSLQU
                    (4.1.4) 
ここで，QL：下限規格値を用いた品質指数，QU：上限規格値を用いた品質指数，LSL：下限規
格値，USL：上限規格値，m：標本の平均，s：標本の標準偏差． 
管理区間 PD を点推定する場合は，FHWA（Weed，1996）が公開している PD 表を用いる．
標本サイズ毎に用意された表で，品質指数 Q の小数第 1 位までを左の見出しから，小数第



















                    (4.1.6) 
ここで，ZL：下限 pL に対応した Z 統計量（PDL=100pL），ZU：上限 pU に対応した Z 統計量
（PDU=100pU），Zα/2：信頼水準（Confidence Level: CL）に対応した Z 統計量（CL=95%ならば 
α/2 = 0.025，Zα/2=-1.96），n=標本サイズ，Q：式(4.1.3)あるいは(4.1.4)による品質指数．標準正
規分布表を用いる場合には，Z 統計量の絶対値に着目することと，求められた pL および pU を










された以下の式の p となる． 




xn ppC                  (4.1.8) 




xn ppC                 (4.1.9) 
ここで，x：不適合とされる評価単位区間の数を表す変数，nCx：二項係数（nCx=(n(n-1)…(n-
x+1)) /x!=n! /x!(n-x)!），α：信頼区間が p を含まない確率（CL=95%ならば α= 0.05）．離散型の
二項分布と連続型のベータ分布の関係として次式が知られている． 









   11, 11 0
1          (4.1.10) 
ここで，B（ ）：ベータ関数（B(n,m)= Γ(n)Γ(m)/Γ(n+m) =(n-1)!(m-1)! /(n+m-1)!），Γ( )：ガンマ関
数（自然数 n のとき Γ(n)= (n-1)!）．なお，二項分布とベータ分布の関係の証明を付録-3 として
添付している．式(4.1.8)と(4.1.9)を 






k              (4.1.11) 
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    21,1
1 11 
 dzzzknkB knp
k             (4.1.12) 
と書き換えることができる．米国の空軍開発試験センター(Air Force Development Test Center)
は小数第 3 位までの統計数値表を公開している．CL および n と k をそれぞれ表の上と左の
見出しから拾い，対応する信頼区間の下限と上限を読み取る（Faust，1990）． 
 




複数の測定データから評価単位区間の PD を求め，その算術平均により管理区間 PD を得る．
標本調査の場合，複数の測定データからは規格値を用いた品質指数 Q が得られるが，PD か
らは得られない．評価単位区間データとして PD が与えられた場合には，管理区間 PD の点
推定は算術平均による．区間推定は次式で表される t 統計量が自由度 n-1 の t 分布に従うこ
とに着目する． 
nu
mt                       (4.1.13) 
ここで，u：標本の不偏標準偏差（u2=ns2/(n-1)）．これをμについて解くことで，次式のように信
頼区間の下限と上限を得られる． 




untm 11                (4.1.14) 
ここで，tα（n-1）：自由度 n-1 の t 分布の信頼水準 CL に対応した臨界値（CL=95%ならば t 分
布表の t0.05）． 
 
(4) 管理区間 PD の算出 
上限規格値による場合の評価単位区間データと調査の方法に応じた管理区間 PD の算出
方法を表 4.1.1 に示す． 
 
表 4.1.1 上限規格値による場合の管理区間 PD の算出方法 




  目視による診断のみ 
評価単位区間データ 複数の測定データ PD 基準内・不良の別 
調査の
方法 
全数調査 PD に変換し算術平均 算術平均 不良区間数/全区間数 
標本
調査 
点推定 式(4.1.4) 算術平均 式(4.1.7) 














全施設数量に管理区間 PD を乗じた施設数量を修繕ニーズとする必要がある． 














の評価単位区間（各 100m）よりなる延長 10km の管理区間を 6 区間設定した．それぞれの評
価単位区間から，平均わだち掘れ量 Dmean と最大わだち掘れ量 Dmax を抽出（合計で 600 
組）した． 



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 4.1.3 管理区間の Dmax と Dmean の傾向 
管理区間 A B C D E F 
Dmax 最大値 42 44 45 41 39 40 
(mm) 最小値 3 7 4 3 3 5 
Dmean 最大値 33 32 32 25 35 24 
(mm) 平均値 14 14 14 10 9 11 
 最小値 3 5 3 3 3 4 
 
b) 測定データの生成 
延長 10m の測定単位区間を代表する測定データ Di は Dmean 周りに対称かつ等間隔に分
布していると仮定して次式に拠った． 
  9211 diffmeani DiDD                 (4.1.15) 
（i=1,・・・,10） 
ここで，Ddiff：Dmax と Dmean の差（Ddiff = Dmax-Dmean）．Ddiff が Dmean よりも大きい場合は Di が負と
なり実際の道路ではあり得ないので，全ての評価単位区間で Di の最小値である D10=2Dmean-
Dmax が負とならないことを確認した．各管理区間における 1,000 個の Di の分布形状をヒストグ
ラムにより視覚的に確認した．図 4.1.4 に示すようにいずれも正の歪みを持つ単峰型であり，
歪度の最小値は管理区間 C の 0.60，最大値は管理区間 E の 1.66 であった． 
 
 
(a) 管理区間 A（歪度＝0.66） 
 
(b) 管理区間 B（歪度＝1.02） 
 
(c) 管理区間 C（歪度＝0.60） 
 
(d) 管理区間 D（歪度＝1.18） 
 
(e) 管理区間 E（歪度＝1.66） 
 
(f) 管理区間 F（歪度＝1.02） 
注）縦軸は度数を表す．横軸の数字は階級の最大値を表す．例えば，4 と示された階級には 0 から
4mm の測定データが含まれる． 







全数調査に用いる PD は USL により決まるため次式に拠った． 



















    (4.1.16) 
ただし，PD は切り上げにより十の位までの概数にした． 
標本調査の場合，管理区間から n 個の評価単位区間を抽出することで標本サイズ 10n の測
定データ X が得られる．推定において必要となる標本の平均 m は n 個の Dmean の算術平均で






























































































































  (4.1.19) 
と，Ddiff と Dmean すなわち Dmax と Dmean の関数の形に書き換えることができる．標本抽出は無作
















PD の方が真の値に近いと考えられるが，不良区間数を用いた属性法による管理区間 PD は
大きく異なる値となった．両 PD の比は管理区間 C で最大の 3.4，管理区間 E で最小の 2.1 で
あった．管理区間 PD については属性法が変量法よりも高い値となる．これは，属性法では不
良とされた評価単位区間に存する基準内部分が管理区間 PD に反映されないためである． 
 
表 4.1.4 変量法と属性法による管理区間 PD 
 管理区間 A B C D E F 
変量法 PD（%） 5.9 5.5 5.9 0.9 1.4 0.6 
属性法 PD（%） 18.0 17.0 20.0 3.0 3.0 2.0 
 両 PD の比 3.1 3.1 3.4 3.3 2.1 3.3 
 
図 4.1.5 は，表 4.1.4 の変量法と属性法による管理区間 PD に基づく予算配分比である．評










平均わだち掘れ量 Dmean の管理区間平均値である平均 Dmean に基づき配分比を決定するケー
ス 1 とした．ここで，実際の道路において管理区間 PD が 0 である場合，管理区間 PD に基
づく配分比は 0 となるが，管理区間平均値が 0 となることは考えにくく管理区間平均値に基





ケース 2 を検討した．ケース 2 では，平均 Dmean が大きい管理区間における平均 Dmean と管理
基準の差の値を最小化することとし，平均 Dmean と管理基準の差の値を最小値が 1 となるよう
に変換した．表 4.1.5 に USL=30mm とした全数調査（n=100）における変量法による管理区
間 PD ，ケース 1 における平均 Dmean，ケース 2 における平均 Dmean と管理基準の差，平均
Dmean と管理基準の差の値を最小値が 1 となるように変換した変換値，変換値の逆数を示す． 
 
表 4.1.5 管理区間 PD と平均わだち掘れ量の管理区間平均値 
 管理区間 A B C D E F 
変量法 PD（%） 5.9 5.5 5.9 0.9 1.4 0.6 
ケース 1 平均 Dmean （mm） 14 14 14 10 9 11 
ケース 2 
平均 Dmean と管理基準の差（mm） 16 16 16 20 21 19 
変換値（mm） 1 1 1 5 6 4 
変換値の逆数 1.00 1.00 1.00 0.20 0.17 0.25 
注）変換値とは，平均 Dmean と管理基準の差の値を最小値が 1 となるように変換したものである． 
 
図 4.1.6 は，表 4.1.5 の変量法による管理区間 PD，ケース 1 の平均 Dmean，ケース 2 の変
換値の逆数に基づく予算配分比である．ケース 1 を変量法と比較すると，管理区間 PD が小
さい管理区間 D～F の予算配分比が過大評価されていた．その差は管理区間 F で最大の
0.12 ポイントであった．一方，ケース 2 には変量法に対する高い近似性が認められた．その差
は管理区間 F で最大の 0.04 ポイントであった．なお，途中経過として，ケース 2 において平
均 Dmean と管理基準の差の値を最小値が 1 となるように変換しない場合，ケース 1 と同様に，
管理区間 PD が小さい区間の予算配分比が過大評価されることを確認した． 
 
 















表 4.1.6 は，USL=30mm とした全数調査（n=100）と標本調査（n=30）の点推定による管理区
間 PD である． 
属性法による管理区間 PD を全数調査と点推定で比較すると，管理区間 A は 0.93 倍と大
差ないものの，B は 0.4 倍，C は 1.3 倍程度の差があった．また，全数調査における不良区間








（Weed，1996）において Q≧3.45 ならば PD=0.00 であり，管理区間 D～F における管理区間
PD が 0 となった．式(4.1.4)から，Q が大きくなるのは標本の平均が小さい場合あるいは標本の
標準偏差が小さい場合である．このような場合には，管理区間 E のように標本に不良区間が含
まれていても複数の測定データを用いる点推定による管理区間 PD が 0 となり得る． 
 
表 4.1.6 全数調査と点推定による管理区間 PD 




全数調査 不良区間数 18 17 20 3 3 2 PD（%） 18.0 17.0 20.0 3.0 3.0 2.0 




全数調査 PD（%） 5.9 5.5 5.9 0.9 1.4 0.6 
点推定（複数の測定データ） PD（%） 3.2 1.0 6.0 0.0 0.0 0.0 




図 4.1.7 は，表 4.1.6 の全数調査と点推定による管理区間 PD に基づく予算配分比である．
前項で述べたように，全数調査（n=100）における変量法による管理区間 PD が真の値に近い
と考えられる．いずれの管理区間においても，3 通りの点推定の結果に大差はない．管理区間




図 4.1.7 全数調査と点推定による管理区間 PD に基づく予算配分比 
 
b) 全数調査と区間推定 
表 4.1.7 は，USL=30mm とした標本調査（n=30）における信頼水準 95%での区間推定によ
る管理区間 PD である． 
属性法については，標本に不良区間が含まれない管理区間 D と F における管理区間 PD
の信頼区間下限値が 0 となった． 
変量法については，複数の測定データを用いる区間推定で式(5)，(6)とともに用いる標準正
規分布表において Z の絶対値≧3.9 ならば p=0.0 であり，管理区間 D～F における管理区間











が 0 となることが前項で確認された管理区間 E だけでなく，標本に不良区間が含まれない管
理区間 D と F についても，属性法と複数の測定データを用いた変量法による信頼区間上限値
は 0 とならない．信頼区間上限値に着目する方法は管理区間 PD が 0 の管理区間に係る推
定で管理区間 PD が 0 とならない可能性を有するが，管理区間 PD が 0 でない管理区間に係
る推定で管理区間 PD を 0 とするものよりも，道路管理の観点からは安全側の推定と言えるで
あろう．さらに，重要な示唆の 2 つめは，推定の精度を高めるために上限のみの片側信頼区
間を用いるというものである． 
表 4.1.7 区間推定による管理区間 PD 
  管理区間 A B C D E F 
属性法  PDlower（%） 5.6 0.8 12.3 0.0 0.1 0.0 PDupper（%） 34.7 22.1 45.9 11.6 17.2 11.6 
変量法 
複数の測定データ PDlower（%） 0.8 0.2 2.0 0.0 0.0 0.0 PDupper（%） 10.9 5.8 15.6 0.2 0.5 0.3 
PD PDlower（%） 0.5 -1.2 2.8 0.0 -0.7 0.0 PDupper（%） 12.1 6.6 15.2 0.0 2.1 0.0 
 
表 4.1.8 は，USL=30mm とした PD を用いた変量法による管理区間 PD である．区間推定に
ついては信頼区間上限値である．標本調査（n=30）の区間推定には信頼水準 95%を用いた．
信頼水準 95%の片側推定の上限値は，信頼水準 90%の両側推定の上限値として表 4.1.1 に
より求めた．両側推定に代えて上限のみの片側推定によることで管理区間 PD の推定精度を
高めることができるが，標本に不良区間が含まれない管理区間 D と F については管理区間
PD が 0 のままである．点推定との優劣については判断できない． 
 
表 4.1.8 PD を用いた変量法による管理区間 PD 
 管理区間 A B C D E F 
全数調査 PD（%） 5.9 5.5 5.9 0.9 1.4 0.6 
点推定 PD（%） 6.3 2.7 9.0 0.0 0.7 0.0 
両側推定（上限） PDupper（%） 12.1 6.6 15.2 0.0 2.1 0.0 
片側推定（上限） PDupper（%） 11.1 6.0 14.1 0.0 1.8 0.0 
 

















に係る PD を得られる． 
前項までは上限規格値として USL=30mm を用いたが，本節では 2 段階の上限規格値を設
定し補修基準を USL=30mm，修繕基準を USL=40mm とした．前者に対する PD を PD(30)と
し，後者に対する PD を PD(40)とした． 




























表 4.1.9 2 段階の上限規格値の下での管理区間 PD 
 管理区間 A B C D E F 
変量法 
PD(30) （%） 5.9 5.5 5.9 0.9 1.4 0.6 
PD(40) （%） 0.3 0.5 0.4 0.1 0.0 0.0 
PD(30)-PD(40) 5.6 5.0 5.5 0.8 1.4 0.6 
属性法 
PD(30) （%） 18.0 17.0 20.0 3.0 3.0 2.0 
PD(40) （%） 3.0 3.0 2.0 1.0 0.0 0.0 
PD(30)-PD(40) 15.0 14.0 18.0 2.0 3.0 2.0 
 
 


































コンセッション契約（Ahmad et al., 2007），英国ポーツマス市における大規模な施設更新を中
心とした25年のPFI（Private Finance Initiative）契約（Stunell，2009），米国ニューメキシコ州に





表 4.2.1 PBMC 等の導入事例の概要 
 
注）*1 開始時期はパイロット事業を含む最初の契約の開始時期である．*2 性能ワランティありの場合の契約期間
は保証期間を指す．*3 Kilometer/Month: 距離制月極．*4 TMC: Total Maintenance Contract．*5 TAMS: 
Turnkey Asset Maintenance Services．*6 CREMA: Contrato de Recuperación y Mantenimiento．*7 MA/TMC: 
Managing Agent/Term Maintenance Contractor．*8 PSMC: Performance-Specified Maintenance Contract．*9 
MAC: Managing Agent Contractor．*10 EMAC: Enhanced Managing Agent Contractor．*11 ASC: Asset Support 
Contract．*12 PPC: Pavement Performance Contract．*13 D/B: Design/Build 
参考文献）#1 Lund, 1996; BTCE, 1997; Pakkala, 2002. #2 Frost and Lithgow, 1996; BTCE, 1997; Frost, 2001. #3 
Segal et al., 2003; Stankevich et al., 2005; FDOT, 2011; Lattner, 2011. #4 Cabana et al., 1999; Liautaud, 2004. #5 
Bucyk and Lali, 2006. #6 Wipperman, 2011. #7 Saenz, 2004. #8 FHWA, 2002; FHWA, 2004; Robinson et al., 
2006. #9 Pakkala, 2002; Finnra, 2003; Pakkala, 2005. #10 Sorrell, 2007; Hoffman et al., 2010. #11 NCDOT, 2008; 
Arnoldet al., 2009; Hoffman et al., 2010. #12 Cabana et al., 1999; Liautaud, 2004. #13 Verdonschot et al., 2007. 
#14 Zietlow, 2005. #15 Ybarra, 1998; JLARC, 2001; Segal et al., 2003; Stankevich et al., 2005; Ozbek and de la 
Garza, 2009; Hoffman et al., 2010. #16 Zietlow, 2005; Gransberg et al., 2010; #17 Frost, 2001; Engelke, 2003. #18 
Gilbertson, 2003; Gransberg et al., 2010. #19 Verdonschot et al., 2007; HA, 2009; Ardrey et al., 2009; Roadtraffic, 
2012. #20 Saenz, 2004. #21 Verdonschot et al., 2007; Roadtraffic, 2012. #22 Verdonschot et al., 2007; Excellence, 
2011; Roadtraffic, 2012. #23 D’Angelo et al., 2003. #24 D’Angelo et al., 2003. #25 Scott III et al., 2011; Krebs et 
al., 2001. #26 Scott III et al., 2011; Gallivan et al., 2004; Singh et al., 2007. #27 Scott III et al., 2011; MNDOT, 
2005. #28 Scott III et al., 2011. #29 Segal et al., 2003; Carpenter et al., 2003. #30 D’Angelo et al., 2003. #31 Scott 













































































British Columbia (Canada) 1988 10 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 1
New South Wales (Australia) 1990 10 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 2
Florida (USA) 1994 7–12 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 12 # 3
Argentina–Kilometer/Month*3 1995 2 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 4 # 4
Alberta (Canada) 1995 5–7 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 1–3 # 5
Ontario (Canada) 1996 9–13 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 6
Texas–TMC*4 (USA) 1999 5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 3 # 7
Washington, D.C. (USA) 2000 5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 5 # 8
Finland 2001 3or7 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 9
Virginia–TAMS*5 (USA) 2005 5or3 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 2or3 # 10
North Carolina (USA) 2007 5 (–2009) ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 11
Argentina–CREMA*6 1996 5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 12
UK–MA/TMC*7 1996 4or5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 2 # 13
Montevideo (Uruguay) 1996 3 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 3 # 14
Virginia (USA) 1996 5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 5 # 15
N.Z.–PSMC*8 1998 10 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 16
Western Australia (Australia) 1999 10 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 17
N.Z.-Hybrid 1999 5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 18
UK–MAC*9 2001 4or5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 3or2 # 19
Texas–Rest Area (USA) 2003 2 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 20
UK–EMAC*10 2005 4or5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 3or2 # 21
UK–ASC*11 2012 5 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ # 22
Sweden–PPC*12 1980s 5–12 ＊ # 23
UK–Warranty late1980s 5 ＊ # 24
Wisconsin–Warranty (USA) 1995 5 ＊ ＊ # 25
Indiana–Warranty (USA) 1996 5 ＊ # 26
Minnesota–D/B*13 (USA) mid1990s 2or5 ＊ # 27
Michigan–Warranty (USA) 1997 3 ＊ # 28
Aspen–Warranty (Colorado, USA) 1999 15 ＊ ＊ ＊ # 29
Denmark–PPC late1990s 11–16 ＊ ＊ # 30
Mississippi–Warranty (USA) 2000 5or10 ＊ # 31








































































































































1 British Columbia (Canada) ＊   ＊   ＊ 
2 New South Wales (Australia) ＊   ＊   ＊ 
3 Florida (USA) ＊   ＊   ＊ 
4 Argentina–Kilometer/Month ＊   ＊ ＊ ＊ 
5 Alberta (Canada) ＊   ＊ ＊ ＊ 
6 Ontario (Canada) ＊   ＊   ＊ 
7 Texas–TMC (USA) ＊   ＊   ＊ 
8 Washington, D.C. (USA) ＊   ＊   ＊ 
9 Finland ＊   ＊ ＊ ＊ 
10 Virginia–TAMS (USA) ＊   ＊   ＊ 
11 North Carolina (USA) ＊   ＊   ＊ 
12 Argentina–CREMA ＊   ＊ ＊ ＊ 
13 UK–MA/TMC ＊   ＊ ＊ ＊ 
14 Montevideo (Uruguay) ＊   ＊ ＊ ＊ 
15 Virginia (USA) ＊   ＊ ＊ ＊ 
16 N.Z.–PSMC ＊   ＊ ＊ ＊ 
17 Western Australia (Australia) ＊   ＊ ＊ ＊ 
18 N.Z.-Hybrid ＊   ＊ ＊ ＊ 
19 UK–MAC ＊   ＊ ＊ ＊ 
20 Texas–Rest Area (USA) ＊   ＊ ＊ ＊ 
21 UK–EMAC ＊   ＊ ＊ ＊ 
22 UK–ASC ＊   ＊ ＊ ＊ 
23 Sweden–PPC   ＊   ＊ ＊ 
24 UK–Warranty   ＊   ＊ ＊ 
25 Wisconsin–Warranty (USA)   ＊ ＊ ＊ ＊ 
26 Indiana–Warranty (USA)   ＊   ＊ ＊ 
27 Minnesota–D/B (USA)   ＊   ＊ ＊ 
28 Michigan–Warranty (USA)   ＊   ＊ ＊ 
29 Aspen–Warranty (Colorado, USA)   ＊ ＊ ＊ ＊ 
30 Denmark–PPC ＊ ＊   ＊ ＊ 
31 Mississippi–Warranty (USA)   ＊   ＊ ＊ 
32 Ohio–Warranty (USA)   ＊   ＊ ＊ 
 
(2) PBMC 等の実施効果と具体的事例 
導入事例を構成する概念と実施効果との関係の分析に先立ち，PBMC 等の導入目的に着
目し実施効果を分類した．Alberta は直営方式と同等以上のサービスレベルのより少ない費用
での提供（Bucyk and Lali，2006），Washington, D.C.は費用縮減でなく施設状態（性能）の向
上と業務の迅速化による利用者対応の向上（FHWA，2002），North Carolina は開発中のパフ





2004），契約の相手を 2 者から 1 者に減らした UK–MAC は検査と監督に係る業務の重複の
排除（Ardrey and McDermott，2009）を目的としていた．この結果から，維持費用の縮減，契約








表 4.2.4 PBMC 等が維持費用に与える影響 
比較の対象 事例 
予定価格 
Florida（性能規定，包括化，長期化）：初年度で 12.2％減少，7 年目で 22.2％減少
（Segal et al., 2003） 
Argentina–CREMA（性能規定，包括化，連続化，長期化）：Phase I で 24％減少，
Phase II で 5％減少（Liautaud，2004）． 
従来型契約 
（ 単 価 契
約，ワランテ
ィなし） 
オーストラリア（New South Wales, Western Australia 以外も含む）（性能規定，包括化，
連続化，長期化）：15％以上減少（BTCE，1997）． 




少（Stankevich et al., 2005）． 
Wisconsin–Warranty（性能保証，連続化，長期化）：（ワランティなしと比較して）保証
期間内の維持管理費用も考慮したトンあたり費用は 4 年目までで 12％減少，5 年目
で 6％減少（Krebs et al., 2001）． 
Indiana–Warranty（性能保証，連続化，長期化）：（ワランティなしと比較して）初期費用
は 10％増加（Gallivan et al., 2004）． 
Florida（性能規定，包括化，長期化）：136 契約を 1 契約に統合した包括化のパイロッ
ト事業（1994 年）では， 3 年間で 10％減少（Segal et al., 2003）． 
直営方式 
British Columbia（性能規定，包括化，長期化）：7％増加（BTCE，1997）． 
New South Wales（性能規定，包括化，長期化）： PBMC と直営方式の比較用パイロ
ット事業（1990 年）の第 2 期まで 37％減少，第 3 期の契約額は事業開始前の 48％の
レベル（52％減少）（Frost and Lithgow，1996）． 
オーストラリア（New South Wales, Western Australia 以外も含む）（性能規定，包括化，
連続化，長期化）：従来型契約は直営方式に対し 20％減少，上記の 15％を加算する
と 35％減少（Frost，2001）． 
Florida（性能規定，包括化，長期化）：2007 年，仕様規定（993 契約）で 6％減少，
PBMC（28 契約）で 13％減少（Stankevich et al., 2005）． 
Finland（性能規定，包括化，長期化）：50％減少（Pakkala，2005）． 
前回契約 Alberta（性能規定，包括化，連続化，長期化）：第 2 期の延長あたり契約額は第 1 期





CREMA，オーストラリア，N.Z.–PSMC，Finland，Virginia，British Columbia，New South Wales，
Alberta）については，人員削減された公務員を政府と同じ条件で雇用する義務が受注者に課





の費用増加率は 2000 年で 9％，2005 年で 1.19％であった（Scott III et al., 2011）．Indiana–
Warranty（性能保証，連続化，長期化）は，舗装寿命の 25 年間では，管理者費用が 27％減少
（Gallivan et al., 2004），利用者費用も考慮すれば 60％有利と結論付けた（Singh et al., 2007）．
Michigan–Warranty（性能保証，連続化）では予防的維持に対する保証期間は 3 年であるが，
これが設計寿命の 60％に相当することから性能保証と位置付けている（Scott III et al., 2011）．
スウェーデン，英国，デンマークでは，すべての工事に品質（材料と施工）ワランティを適用す











Florida（性能規定，包括化，長期化）の 136 契約を 1 契約に統合した包括化のパイロット事













































処理しようとしたが（Arnold et al., 2009），発注者と受注者の見解の相違を解消することができ










が行われている．個別の評価指標を 5 段階 LOS (Level of Service)に格付けし，100 点満点の
総合評点を用いるのが典型的である．米国で 1999 年以降この方法が導入された背景に 1997
年の国内協同道路研究計画(NCHRP)報告書“Highway Maintenance Quality Assurance”
（Smith et al., 1997）の影響があると考えられる． 
 




満足するレベルまで改善するために 3–12 ヶ月（Zietlow，2005）．  
Western Australia（性能規定，包括化，連続化，長期化）：契約開始時と 2 年後のパフォ







International Rough Index (IRI)が 1.45 から 0.94 に向上，5 年後の Performance Distress 
Index (PDI)が 26 から 9 に向上（Krebs et al., 2001）． 
Indiana–Warranty（性能保証，連続化，長期化）：（ワランティなしと比較して）わだち掘れ
も平坦性も改善され，寿命は 9–10 年延長（Gallivan et al., 2004）． 
New South Wales（性能規定，包括化，長期化）： PBMC と直営方式の比較用パイロット
事業（1990 年）の第 2 期まで 13％向上（Frost and Lithgow，1996）． 
統 合 さ れ
た 指 標
（rating） 
Washington, D.C. （性能規定，包括化，長期化）：LOS は入札前，契約時，1 年目で
86，91，97 点と向上，4.5 年目で 101 点に向上（Robinson et al., 2006）． 
Florida（性能規定，包括化，長期化）：7 年目で 90 点（Segal et al., 2003）（基準 80 点
（FDOT，2011））． 
Argentina–CREMA（性能規定，包括化，連続化，長期化）：不良な道路状態の割合は 3
年で 25％から 5％に減少（Liautaud，2004）． 
Virginia（性能規定，包括化，連続化，長期化）：初期値の 85.1 が 1 年半後には 95.4 に
向上（Ybarra，1998）．2001 年からの第 2 期では，舗装と付属施設の LOS は伝統的方
法による道路管理者の LOS を上回ったが，橋梁については逆転（Ozbek and de la 
Garza, 2009）． 
Texas–Rest Area（性能規定，包括化，連続化，長期化）：州全体（94 箇所）の状態は 1
年で 76 点から 91 点に向上（85 点以下で減額，92 点以上で増額）（Saenz，2004）． 
Texas–TMC（性能規定，包括化，長期化）：4.5 年間で LOS は著しく低下（ウェーコー市


















(3) PBMC 等を構成する概念と実施効果の関係 
これまでに述べた内容を整理し，導入事例を構成する概念と実施効果の一覧として表 4.2.6
に示す．さらに，概念と実施効果との関係を分析するために，同表の由来となる概念が明らか
























































































1 British Columbia (Canada) ＊   ＊   ＊ ★         
2 New South Wales (Australia) ＊   ＊   ＊ ○     ○   
3 Florida (USA) ＊   ＊   ＊ ○ ◎ ◎ ○   
4 Argentina–Kilometer/Month ＊   ＊ ＊ ＊   ○       
5 Alberta (Canada) ＊   ＊ ＊ ＊ ○ ◎       
6 Ontario (Canada) ＊   ＊   ＊           
7 Texas–TMC (USA) ＊   ＊   ＊       ★   
8 Washington, D.C. (USA) ＊   ＊   ＊       ○ ◎ 
9 Finland ＊   ＊ ＊ ＊ ○         
10 Virginia–TAMS (USA) ＊   ＊   ＊           
11 North Carolina (USA) ＊   ＊   ＊           
12 Argentina–CREMA ＊   ＊ ＊ ＊ ○     ○   
13 UK–MA/TMC ＊   ＊ ＊ ＊           
14 Montevideo (Uruguay) ＊   ＊ ＊ ＊   ◎       
15 Virginia (USA) ＊   ＊ ＊ ＊ ○     ○   
16 N.Z.–PSMC ＊   ＊ ＊ ＊ ○     ○   
17 Western Australia (Australia) ＊   ＊ ＊ ＊ ○     ○   
18 N.Z.-Hybrid ＊   ＊ ＊ ＊           
19 UK–MAC ＊   ＊ ＊ ＊     ◎     
20 Texas–Rest Area (USA) ＊   ＊ ＊ ＊   ◎   ○   
21 UK–EMAC ＊   ＊ ＊ ＊           
22 UK–ASC ＊   ＊ ＊ ＊           
23 Sweden–PPC   ＊   ＊ ＊           
24 UK–Warranty   ＊   ＊ ＊           
25 Wisconsin–Warranty (USA)   ＊ ＊ ＊ ＊ ○   ◎ ○   
26 Indiana–Warranty (USA)   ＊   ＊ ＊ ○     ○   
27 Minnesota–D/B (USA)   ＊   ＊ ＊           
28 Michigan–Warranty (USA)   ＊   ＊ ＊           
29 Aspen–Warranty (Colorado, USA)   ＊ ＊ ＊ ＊           
30 Denmark–PPC ＊ ＊   ＊ ＊           
31 Mississippi–Warranty (USA)   ＊   ＊ ＊           
32 Ohio–Warranty (USA)   ＊   ＊ ＊ ★         
注）○：正の効果．★：負の効果．◎：由来となる概念が明らかな正の効果；Florida は 136 契約を 1
契約に統合した包括化，UK-MAC は契約の相手を 2 者から 1 者に減じた包括化，Alberta は長





表 4.2.7 概念と実施効果の一覧（分析用） 
 
 

































































1 British Columbia (Canada) ＊ ＊ ＊ ★
2 New South Wales (Australia) ＊ ＊ ＊ ○ ○
3 Florida (USA) ＊ ＊ ＊ ○ 包 包 ○
4 Argentina–Kilometer/Month ＊ ＊ ＊ ＊ ○
5 Alberta (Canada) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ 長
6 Ontario (Canada) ＊ ＊ ＊
7 Texas–TMC (USA) ＊ ＊ ＊ ★
8 Washington, D.C. (USA) ＊ ＊ ＊ ○ 規
9 Finland ＊ ＊ ＊ ＊ ○
10 Virginia–TAMS (USA) ＊ ＊ ＊
11 North Carolina (USA) ＊ ＊ ＊
12 Argentina–CREMA ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
13 UK–MA/TMC ＊ ＊ ＊ ＊
14 Montevideo (Uruguay) ＊ ＊ ＊ ＊ 連
15 Virginia (USA) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
16 N.Z.–PSMC ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
17 Western Australia (Australia) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
18 N.Z.-Hybrid ＊ ＊ ＊ ＊
19 UK–MAC ＊ ＊ ＊ ＊ 包
20 Texas–Rest Area (USA) ＊ ＊ ＊ ＊ 連 ○
21 UK–EMAC ＊ ＊ ＊ ＊
22 UK–ASC ＊ ＊ ＊ ＊
23 Sweden–PPC ＊ ＊ ＊
24 UK–Warranty ＊ ＊ ＊
25 Wisconsin–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ 保 ○
26 Indiana–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ○ ○
27 Minnesota–D/B (USA) ＊ ＊ ＊
28 Michigan–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
29 Aspen–Warranty (Colorado, USA) ＊ ＊ ＊ ＊
30 Denmark–PPC ＊ ＊ ＊ ＊
31 Mississippi–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
























































1 British Columbia (Canada) ＊ ＊ ＊ ★
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3 Florida (USA) ＊ ＊ ＊ ○ 包 包 ○
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15 Virginia (USA) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
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25 Wisconsin–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ 保 ○
26 Indiana–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ○ ○
27 Minnesota–D/B (USA) ＊ ＊ ＊
28 Michigan–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
29 Aspen–Warranty (Colorado, USA) ＊ ＊ ＊ ＊
31 Mississippi–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
32 Ohio–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ★
























































23 Sweden–PPC ＊ ＊ ＊
24 UK–Warranty ＊ ＊ ＊
25 Wisconsin–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ 保 ○
26 Indiana–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ○ ○
27 Minnesota–D/B (USA) ＊ ＊ ＊
28 Michigan–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
29 Aspen–Warranty (Colorado, USA) ＊ ＊ ＊ ＊
30 Denmark–PPC ＊ ＊ ＊ ＊
31 Mississippi–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
32 Ohio–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ★
1 British Columbia (Canada) ＊ ＊ ＊ ★
2 New South Wales (Australia) ＊ ＊ ＊ ○ ○
3 Florida (USA) ＊ ＊ ＊ ○ 包 包 ○
4 Argentina–Kilometer/Month ＊ ＊ ＊ ＊ ○
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14 Montevideo (Uruguay) ＊ ＊ ＊ ＊ 連
15 Virginia (USA) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
16 N.Z.–PSMC ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
17 Western Australia (Australia) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
18 N.Z.-Hybrid ＊ ＊ ＊ ＊
19 UK–MAC ＊ ＊ ＊ ＊ 包
20 Texas–Rest Area (USA) ＊ ＊ ＊ ＊ 連 ○
21 UK–EMAC ＊ ＊ ＊ ＊

























































1 British Columbia (Canada) ＊ ＊ ＊ ★
2 New South Wales (Australia) ＊ ＊ ＊ ○ ○
3 Florida (USA) ＊ ＊ ＊ ○ 包 包 ○
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28 Michigan–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
30 Denmark–PPC ＊ ＊ ＊ ＊
31 Mississippi–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
32 Ohio–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ★


































性能規定 △ ○  △ ○ 
性能保証 △  ○ ○  
包括化 △ ○ ○ △  
連続化 △ ○  ○  


























































4 Argentina–Kilometer/Month ＊ ＊ ＊ ＊ ○
5 Alberta (Canada) ＊ ＊ ＊ ＊ ○ 長
9 Finland ＊ ＊ ＊ ＊ ○
12 Argentina–CREMA ＊ ＊ ＊ ＊ ○ ○
13 UK–MA/TMC ＊ ＊ ＊ ＊
14 Montevideo (Uruguay) ＊ ＊ ＊ ＊ 連
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27 Minnesota–D/B (USA) ＊ ＊ ＊
28 Michigan–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
29 Aspen–Warranty (Colorado, USA) ＊ ＊ ＊ ＊
30 Denmark–PPC ＊ ＊ ＊ ＊
31 Mississippi–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
32 Ohio–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊ ★
1 British Columbia (Canada) ＊ ＊ ＊ ★
2 New South Wales (Australia) ＊ ＊ ＊ ○ ○
3 Florida (USA) ＊ ＊ ＊ ○ 包 包 ○
6 Ontario (Canada) ＊ ＊ ＊
7 Texas–TMC (USA) ＊ ＊ ＊ ★
8 Washington, D.C. (USA) ＊ ＊ ＊ ○ 規
10 Virginia–TAMS (USA) ＊ ＊ ＊

























































1 British Columbia (Canada) ＊ ＊ ＊ ★
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27 Minnesota–D/B (USA) ＊ ＊ ＊
28 Michigan–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊
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30 Denmark–PPC ＊ ＊ ＊ ＊
31 Mississippi–Warranty (USA) ＊ ＊ ＊















る契約業務の軽減と検査業務の軽減については，Florida の 136 契約を 1 契約に統合した包
括化のパイロット事業において 3 年間で調達と検査に係る管理者費用が 70–90％減少した． 
連続化の導入による契約業務の軽減については，Montevideo や Texas–Rest Area では修繕と
維持の連続化により契約業務が軽減した．連続化の導入による施設状態の向上については，
















が，修繕の品質に係るリスクは 5 年間の維持管理義務により担保される（Cabana et al.，1999）．
Aspen–Warranty は市内道路の 30％の修繕と維持に関する 15 年の性能保証付き契約を選択
した（Segal et al., 2003）．スウェーデンおよびデンマークにおいて用いられている PPC 
(Pavement Performance Contract)は保証期間を舗装の設計期間に近づけた性能保証であり，













用される Argentina–Kilometer/Month でも総価契約による日常的維持のほかに，全体の 5%を
超えない総価契約による現地事務所の設営および全体の 20%を超えない単価契約による緊
急工事を含むことが可能とされた（Cabana et al.，1999）．総価契約比率の上限規制は Alberta
（45％）（Bucyk and Lali，2006）や Finland（75％）（Finnra，2003）でも実施されている．受注者
の管理できない要因による費用超過について，Western Australia では総価契約でも物価上昇
等に連動し調整されている（Engelke，2003）．Argentina–CREMA では天災，資材高騰等につ













の UK–EMAC への変更がある．UK–EMAC では毎年度末に次年度の目標費用が合意され，
実費が目標費用を下回った場合，節減額の 2.5％，パフォーマンス基準を満たす場合さらに
5％が受注者へのボーナスとなり，さらなる費用節減の誘因として機能する．受注者の経費は






































維持費用の縮減      
契約業務の軽減 ○   ○ ○ ○ 
検査業務の軽減  ○ ○   
道路利用者 施設状態の向上  ○  ○  

















































































































長が等しいものとして，施設数量ベースの修繕ニーズを管理区間 PD で代替し，管理区間 PD
に基づく予算配分比を用いた結果，得られた知見は以下の通りである． 







良区間が含まれず点推定による管理区間 PD が 0 となった場合でも，属性法と複数の測定
データを用いた変量法による管理区間 PD の信頼区間上限値は 0 とならない．PD を用い








































1) PBMC 等を構成する概念は性能規定，性能保証，包括化，連続化，長期化の 5 つであり，
PBMC 等の実施効果は維持費用の縮減，契約業務の軽減，検査業務の軽減，施設状態
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第 5 章 効果の向上に資する維持管理の優先順位付け 
5.1 優先順位付けに用いる指標と検証すべき課題 








PI の算出手順は，1) 機能 i に係る資産区分 j の PI を求める，2) 資産区分別 PI を統合し
機能 i に係る全体 PI を求める，3) 機能別 PI を統合し総合 PI を求める，の 3 段階となり，以





ijkjkij WWRPI  






   





iigeneral WWPIPI                     (5.1.3) 
ここで，PIij：機能 i に係る資産区分 j の PI，Rjk：資産区分 j 施設特性 k の評点，Wijk：機能 i に
係る資産区分 j 施設特性 k の重み係数，PIi：機能 i に係る全体 PI，Wij：機能 i に係る資産区
分 j の重み係数，PIgeneral：総合 PI，Wi：機能 i の重み係数． 




合指標を開発した．米国諸州における維持管理品質保証（Maintenance Quality Assurance: 
MQA）プログラムのうち，機能を考慮しない MRP と TxMAP は資産区分に着目し，特性等の
評点と重みにより資産区分の評点を得た後に，各資産区分の評点と重みにより全体の評点を











資産 工種 施設特性 指標  評点  パフォーマンス指数 
           *0 
舗装 アスファルト 
舗装 
ひび割れ C → Rp1  *1     
わだち掘れ D → Rp2  PIsa-p  *2   
縦断凹凸 σ → Rp3  PIco-p  PIsa   
ポットホール Y/N → Rp4  PIpr-p     
     ↓CRp     *3 
     CR    PIco  PIge 
     ↑CRa      
附属物 
防護柵 所期の機能 Y/N → Ra1  PIsa-a     
案内標識 所期の機能 Y/N → Ra2  PIco-a  PIpr   
規制・警戒標識 所期の機能 Y/N → Ra3  PIpr-a     
区画線 所期の機能 Y/N → Ra4       
道路標示 所期の機能 Y/N → Ra5       
注）*0：機能を考慮する領域に着色した．*1：機能 i に係る資産区分 j の PI．*2：資産区分別 PI を統合
した機能 i に係る全体 PI．*3：機能別 PI を統合した総合 PI． 
略語）Y/N: Yes/No．R: Rating，評点．CR: Composite Rating，複合評点．PI: Performance Index，パフォ
ーマンス指数．p: pavement，舗装．a: appurtenances，附属物．sa: safety，安全．co: comfort，快適．
pr: preserve，保全．ge: general，総合． 









ている．本研究では，最も基本的な線形法（Bai et al., 2008）を用いることとし，次式による． 


















              (5.1.4) 
ここで，x：特性値，R(x)：正規化された x，x0：x のとり得る最小値，x1：x の補修閾値，H：R(x)の










上記 2 方法とは別に，特性値や適合割合を 5 段階 LOS に等級付けすることも行われてい
る．例えば，コロンビア特別区（D.C.）における性能規定型のアセットマネジメントプロジェク
ト”DC STREETS”では，表 3.3.2 に示したように，平均わだち深さに応じて「Excellent: 5，Good: 
4，Fair: 3，Poor: 2，Very Poor: 1」のいずれかに等級付けされる．「Good: 4」の状態がパフォー
マンス目標を満足した状態である．ウィスコンシン州の維持管理品質保証（MQA）Compass で
は，表3.4.10に示したように，パフォーマンス基準に対する不適合率に応じて「A，B，C，D，F」
のいずれかに等級付けされる．5 段階 LOS は，同一等級内に存する 2 者の優劣を比較できな
いため，本研究では用いないこととした． 
評点化における正規化と基準内率の意味するものを図 5.1.2 に示す．例えば，わだち掘れ
量の補修閾値 40mm の区間で平均値が 28mm の場合，最小値 0mm（100）と補修閾値 40mm
（0）の間で線形法により正規化すると 100(40-28)/(40-0)となり評点は 30 である．一方，補修閾
値に対する適合割合は同図によれば 75%程度である．また，平均値は 3 段階診断区分「健全，
予防的維持，対症的維持」の「予防的維持」に位置づけられる．補修閾値を考慮して正規化


























による最大値と最小値は，例えば安全に係るわだち掘れの 1.0 とひび割れの 0 である． 
道路種別別の機能と重み係数についても EU が提案しており，その詳細は表 3.4.4 に示し
たとおりである．舗装に係る機能と重み係数を表 5.1.2 に示す．同表は，表 3.4.4 における機能
から路面特性別の重み係数が提案されていない環境を除いたものである． 
 
表 5.1.1 舗装に係る路面特性と重み係数 
路面特性 機能 
安全 快適 保全 
縦断凹凸  1.0 0.7 
わだち掘れ 1.0 0.8 0.5 
ひび割れ  0.6 0.9 
ポットホール 0.7 0.8  
 
表 5.1.2 舗装に係る機能と重み係数 
道路種別 機能 
安全 快適 保全 
自動車専用道路 1.0 0.7 0.65 
主要幹線道路 1.0 0.7 0.8 

















表 5.1.3 工種による構造・幾何学的配列・施設特性の多種性 
資産区分 工種 構造 幾何学的配列 施設特性 













線状 連続線状 所期の機能 








だち掘れの重み係数と等しく1.0とすることにより，3 段階の重み係数として1.0, 0.7, 0.3を得るこ
とができる．さらに上述の安全に係るひび割れのように0となる場合を想定することにより，舗装









表 5.1.4 PI の算出に用いる項目と重み係数 
資産区分 工種 施設特性 安全 快適 
舗装 アスファルト舗装 
ひび割れ 0 0.6 
わだち掘れ 1.0 0.8 
縦断凹凸 0 1.0 
ポットホール 0.7 0.8 
附属物 
防護柵 所期の機能 0.7 0 
案内標識 所期の機能 0.3 1.0 
規制・警戒標識 所期の機能 1.0 0 
区画線 所期の機能 1.0 0.7 







による事業実施の優先順位付け（テーマ D）について論じる．表 5.1.5 に課題の検証方針を示
す． 
 
表 5.1.5 課題の検証方針 
 テーマ 5.1：予算配分 テーマ 5.2：事業実施 
課題 










 舗装 3 特性（C，Dmean，σ） 
 評点化：補修閾値による正規
化 
 舗装 4 特性（C，Dmax，σ，ポットホー





 区間長 100m の C，Dmean，σ
から 240 組 
 延長 8km の管理区間を 3 区
間，延長 4km の管理区間を 6
区間 
 国内主要幹線道路の実測データ 
 区間長 100m の C，Dmean，σ から 120 組 
 延長 2km の管理区間を 6 区間 
 データの生成 

















び割れ，わだち掘れ，縦断凹凸）に着目し，ひび割れ率 C，わだち掘れ量 D，平たん性 σ を用
いる．D は区間平均値であるため，評点化には補修閾値による正規化を用いる． 
 




















路面特性値の評点化は，MCI との比較を考慮して 10 から 0 の数値となるように正規化する
ため，式(5.1.4)における H として 10 を用いた次式によった． 


















               (5.2.1) 
ここで，x：路面特性値，R(x)：正規化された x，x0：x のとり得る最小値，x1：x の補修閾値． 
ひび割れ率 C，わだち掘れ量 D，平たん性 σ の x0 はそれぞれ 0%，0mm，0mm とした．道
路維持修繕要綱（日本道路協会，1978）を参考にして C の x1 を 40%，D の x1 を 40mm とした．
東京都が σ の要補修判定の目安を 6mm としていることから（上野，2014），σ の x1 を 6mm とし





30%と D の 30mm を用いた．σ は道路維持修繕要綱を参考にして 5mm とした．σ と IRI の相
関に関する知見（久保ら，2006）から σ の 5mm を IRI に換算すると 7mm/m となり，古い舗装
の場合で劣化がかなり進行したような状態の IRI に相当する（国土交通省，2013）． 
 
(2) 重み付け 
機能別の路面特性と重み係数については，表 5.1.1 におけるポットホールを除いたものを， 
EU 案として表 5.2.1 に示す．さらに，重み付けの影響を確認するために，Austroads（2011）が
例示した差分の大きな重み付けを用い EU 案における特定の路面特性の影響を拡大させたも
のを，AU 案として表 5.2.2 に示す．これにより安全に係る指標だけは複合指標とならず EU 案
と AU 案による差も生じなくなるが，本テーマの目的である MCI を補完する指標の有用性に係
る議論への影響は大きくないと考えられる．  
 
表 5.2.1 機能別の路面特性と重み係数：EU 案 
路面特性 機能 
安全 快適 保全 
ひび割れ  0.6 0.9 
わだち掘れ 1.0 0.8 0.5 




表 5.2.2 機能別の路面特性と重み係数：AU 案 
路面特性 機能 
安全 快適 保全 
ひび割れ  0.11 0.33 
わだち掘れ 0.33 0.22 0.11 




ォーマンス指数（Performance Index: PI）の算出式は式（5.1.1）から（5.1.3）に示したとおりである． 
式（5.1.1）と表 5.2.1 から，EU 案による機能別 PI は式(5.2.2)から(5.2.4)によった．式（5.1.3）と
表 5.1.2 の主要幹線道路に係る重み係数から，EU 案による機能別 PI を統合した総合 PI
（PIgeneral）は式(5.2.5)によった．  
 DRPI safety 00.1                          (5.2.2) 
     RDRCRPIcomfort 42.033.025.0                   (5.2.3) 
     RDRCRPIpreserve 33.024.043.0                   (5.2.4) 
                  preservecomfortsafetygeneral PIPIPIPI 32.028.040.0               (5.2.5) 
ここで，PIsafety：安全の観点からの PI，PIcomfort：快適の観点からの PI，PI preserve：保全の観点か
らの PI，PIgeneral：総合 PI，R(C)：正規化された C，R(D)：正規化された D，R(σ)：正規化された
σ．また，複数の測定単位区間の値を区間延長により加重平均することで全体の平均値を得た． 
同様に，重み付け AU 案（表 5.2.2）による機能別 PI は式(5.2.6)から(5.2.8)によった．総合
PI については EU 案と同様に式(5.2.5)によった． 
 DRPI safety 00.1                         (5.2.6) 
     RDRCRPIcomfort 50.033.017.0                  (5.2.7) 
     RDRCRPIpreserve 33.017.050.0                  (5.2.8) 
 
5.2.2 課題の検証のための解析区間の概要 
路面特性値であるひび割れ率 C，わだち掘れ量 D，平たん性 σ は，国内の主要幹線道路
における既存の実測データを用いた．一般地域に存する密粒度舗装から延長 8km の管理区
間を 3 区間選定し解析区間とした．各管理区間は延長 100m の評価単位区間で構成されて


















C D σ C D σ C D σ C D σ C D σ C D σ
(%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm)
25.2 11 2.07 26.7 7 2.16 14.8 11 4.13 28.6 9 2.5 8.5 13 2.59 16.3 10 2.82
15.7 5 1.43 30.2 15 3.38 12.5 6 3.83 16.8 8 3.89 7.3 9 2 16 10 2.78
31.6 6 2.53 3.8 3 1.43 20.2 14 2.63 12.2 10 4.89 5.4 5 2.12 10.9 13 2.82
28 6 2.53 7.6 6 1.43 4.6 5 2.63 27.1 25 4.89 4.7 6 1.7 7.1 7 2.11
9.8 6 2.31 4.9 5 1.48 4.4 4 0.93 24.8 7 2.87 2.2 5 1.56 3.2 6 5.19
19.9 5 2.19 24.8 8 2.51 7.7 4 1.26 28.7 8 2.22 0.2 3 1.43 6.6 12 1.68
22.8 7 2.65 23.8 15 2.72 12.6 4 1.65 28.4 10 1.82 0 3 1.83 5.6 6 1.61
16.5 5 2.59 13.6 13 1.75 3 5 1.6 23.7 7 1.82 1.5 3 1.86 0 4 1.22
28.6 8 2.71 2.8 5 1.21 1.9 4 1.91 33.9 8 2.95 6.4 8 2.38 3.5 4 1.68
16.6 8 2.82 9.8 11 2.42 19 7 3.53 3.2 24 2.65 9.7 12 1.87 11.8 6 4.58
9.8 10 2.24 2.3 10 2.23 11.6 6 2.02 0.4 35 2.51 7.1 9 3.53 10.3 9 2.45
10.4 9 2.64 12.8 13 2.01 3.5 4 1.66 6.5 26 2.74 7.5 10 2.81 7.1 17 2.41
13.1 15 2.56 2.2 7 1.43 0.3 3 1.57 2.3 17 2.11 6.6 8 4.24 12.2 14 3.15
8.9 13 2.56 2.6 6 2.15 3.4 4 1.57 3.6 5 1.9 6.7 5 2.88 11.4 17 3.15
0.4 10 2.43 1.4 4 1.23 1.1 3 1.32 8.4 5 1.91 16.7 7 3.31 19.2 13 3.43
0 10 2.22 1.7 4 1.26 0.9 4 1.66 9.3 15 3.32 13.4 13 5.62 19.2 13 3.19
2.1 10 2.96 1 4 1.41 7.5 3 2.08 1.2 4 1.37 20.5 10 3.29 18.4 8 2.48
3.3 6 2.11 8.2 5 2.28 8.9 6 1.54 0 4 0.97 6.8 6 4.17 10.6 7 3.17
14.3 4 1.82 6.9 8 2.33 22.3 16 2.78 1.5 6 1.6 27.9 10 6.48 28.9 12 2.88
8.5 5 1.99 2.3 9 4.82 0.9 18 1.15 26.8 10 3.01 8.9 17 4.05 16.9 14 2.88
15.7 7 2.31 5.2 10 4.26 9.2 10 2.17 33.5 7 3.34 12.4 12 4.18 7 9 1.16
5.3 4 1.57 10.5 16 3.57 3.7 7 3.19 29.1 9 3.45 8.8 6 4.24 6.8 10 1.63
0 3 1.23 17.4 21 3.6 2.4 13 2.34 23.9 13 2.4 12.7 10 6.03 12.1 10 1.52
0 3 1.57 16.8 8 2.14 3 8 1.25 0 3 1.28 8 5 2.31 9.2 13 2.3
5.1 4 1.33 13 23 2.7 2.2 10 1.25 0 3 1.2 12 5 1.62 10.7 9 2.23
16.2 7 1.28 1.2 22 1.75 1.6 5 1.27 12.2 8 2.21 8.6 22 3.47 0.1 5 3.15
18.8 7 1.61 1 8 1.25 0.4 5 1.73 14.3 18 4.39 5.1 14 2.67 20 7 2.78
24.1 9 2.4 16 6 3.26 0.9 4 0.95 4.8 14 2.03 5.5 11 3.03 32.4 14 2.84
15.3 4 2.02 28.9 8 1.88 0 5 1.11 1.9 8 1.88 11.4 9 2.57 23.2 9 2.28
18 5 2.5 13.6 6 1.54 0 11 1.39 8 8 1.58 8.6 13 4.21 13.9 10 1.74
16.8 6 1.31 3.5 5 1.92 2.2 12 0.97 5.2 6 1.63 6.1 9 3.69 33.6 13 3.85
15.8 11 1.38 3.5 3 2.48 5.6 13 1.67 10.1 8 2.02 3.1 22 2.8 12.4 8 1.8
20.4 11 2.56 1.7 4 1.75 11.4 8 3.08 9.3 8 2.4 22.5 16 5.67 11.9 11 2.34
3.2 5 1.14 29.7 7 5.16 7.3 7 3.46 3.1 5 2.4 11.7 20 3.16 1.2 11 2.34
0 3 1.2 7.6 7 3.34 11 6 2.05 1.2 6 3.16 30 11 4.01 3.9 12 1.82
0 4 1.56 7.9 4 3.35 2.9 5 1.55 3.3 11 2.6 11 9 1.92 5.3 18 2.42
0 6 1.34 1.6 3 1.84 2.1 5 2.46 8.7 16 2.47 3.9 7 1.48 2.4 12 1.34
14.4 4 2.41 3.6 12 2.04 4.6 4 1.88 24.8 17 2.36 7.8 9 2.98 2.7 12 1.58
10.3 9 1.66 14.6 10 2.92 10.9 5 1.14 20.6 15 1.59 11 13 3.03 0.1 28 2.53
8 9 1.46 4.3 13 3.22 24.5 7 2.33 5.6 13 2.38 8.2 9 2.73 0.6 14 2.05
管理区間A 管理区間B 管理区間C






解析区間における C，D，MCI 管理基準の適合状況を表 5.2.4 に示す．C と D については
補修閾値を超えている区間はなく，続く正規化において路面特性値の大小に関わらず 0 を割
り当てる操作は行われていない．ただし平たん性 σ については，補修閾値を超えている 2 区
間に 0 を割り当てる操作が行われた．また，C だけから MCI を算出する式(2.1.3)すなわち MCI1
により MCI が決定された区間数に着目すると，C が 30%以上であるセル【23】には MCI1 により
MCI が決定されなかった区間が存在する一方で，C が 30%未満であるセル【33】には MCI1 に
より MCI が決定された区間が存在している．このことから，MCI1 により MCI が決定される条件
を単一の路面特性値 C だけでは説明できないことがわかる． 
 
表 5.2.4 解析区間における管理基準の適合状況 
  D≧40 40＞D≧30 30＞D 計 
C≧40 区間数：0 区間数：0 区間数：0 0 












MCI1 による：0 MCI1 による：39 
MCI2 による：1 MCI2 による：15 
計 0 1 239 240 
 
 
表 5.2.4 のセル【23】とセル【32】の路面特性値，MCI および正規化された路面特性値を表
5.2.5 に示す．機能の観点からの管理方針の下では，個別機能に対応していない MCI を用い
ることはできず，単一の路面特性を重視せざるを得ない．補修に係る区間の優先順位付けを
行う場合，セル【23】7 区間とセル【32】1 区間の路面特性値の比較が必要となるが，図 5.2.1 に
示すように単位の異なる C と D を比較することはできない．一方，図 5.2.2 に示すように正規化
された路面特性値である R(C)と R(D)は比較が可能である．損傷が大きいほど大きな値を示す
路面特性値とは対照的に，高得点が良好な路面特性を表すという特徴も直感的に理解しや
すい．8 区間における R(C)と R(D)の最小値は区間 1156 の R(D)の 1.3 であり，単一の路面特





表 5.2.5 セル【23】と【32】の路面特性値と MCI 
セル 【23】 【32】 
区間 1154 1256 1166 1253 1028 1067 1220 1156 
C（%） 33.9 33.6 33.5 32.4 31.6 30.2 30 0.4 
D（mm） 8 13 7 14 6 15 11 35 
σ（mm） 2.95 3.85 3.34 2.84 2.53 3.38 4.01 2.51 
MCI 3.9 3.4 4.0 3.4 4.2 3.4 3.7 4.8 
MCI1 3.6 3.6 3.6 3.7 3.7 3.8 3.8 8.3 
MCI2 7.7 6.7 7.9 6.6 8.1 6.4 7.1 3.5 
MCI（最小） 3.6 3.4 3.6 3.4 3.7 3.4 3.7 3.5 
R(C) 1.5 1.6 1.6 1.9 2.1 2.5 2.5 9.9 
R(D) 8.0 6.8 8.3 6.5 8.5 6.3 7.3 1.3 
R(σ) 5.1 3.6 4.4 5.3 5.8 4.4 3.3 5.8 
R(D)-R(C) 6.5 5.2 6.6 4.6 6.4 3.8 4.8  
注）MCI2 によりMCI が決定された区間1156のR(D)-R(C)は表示していない． 
 
(a) ひび割れ率 C (b) わだち掘れ量 D 
図 5.2.1 セル【23】と【32】の路面特性値 
 
 
注）MCI2 によりMCI が決定された区間1156のR(D)-R(C)は表示していない． 




先に単一の路面特性値 C だけでは説明できないと結論した MCI1 により MCI が決定される
条件について，複数の路面特性値を用いて検討するために R(D)- R(C)に着目した．このため，
表 5.2.5 および図 5.2.2 では MCI2 により MCI が決定された区間 1156 の R(D)- R(C)を表示し
ていない．図 5.2.2 からは MCI1 により MCI が決定された区間 1154，1166，1028 の R(D)- R(C)






セル【23】とセル【32】の 8 区間における PI と補修に係る優先順位を表 5.2.6 に示す．重み
付けには EU 案と AU 案を用い，PI の値が小さいほど優先順位が高いとした．EU 案と AU 案
による差が生じない PIsafety は表示していない．注目する機能が異なれば区間の優先順位が変
ることは当然であるが，一定の機能で重み付けが異なるだけでも区間の優先順位が変ってい




は，総合 PI による総合的評価だけでなく機能別 PI による個別的評価が重要であることを示唆
している． 
 
表 5.2.6 セル【23】と【32】の PI 
セル 【23】 【32】 
区間 1154 1256 1166 1253 1028 1067 1220 1156 
PIcomfort 
EU 案 値 5.2 4.1 5.0 4.8 5.8 4.5 4.4 5.3 
順位 6 1 5 4 8 3 2 7 
AU 案 値 5.4 4.3 5.2 5.1 6.1 4.7 4.5 5.0 
順位 7 1 6 5 8 3 2 4 
PIpreserve 
EU 案 値 4.3 3.5 4.1 4.1 4.9 4.0 3.9 6.5 
順位 6 1 5 4 7 3 2 8 
AU 案 値 3.8 3.1 3.7 3.8 4.4 3.7 3.6 7.1 
順位 6 1 3 5 7 4 2 8 
PIgeneral 
EU 案 値 6.0 5.0 6.0 5.3 6.6 5.0 5.4 4.1 
順位 6 2 7 4 8 3 5 1 
AU 案 値 5.9 4.9 5.9 5.2 6.5 5.0 5.3 4.2 






c) MCI と保全に係る PI の相関 
安全と快適が道路利用者の視点によるのに対し，保全は道路の構造を保全し可能な限り耐
用年数を延ばすという道路管理者の視点によるものである．したがって，保全に係る PIpreserve
が MCI の比較対象となり得る．240 区間のデータに基づく両者の相関関係を図 5.2.3 に示す．
現行の評価の枠組みに PI を組み込むためには，MCI と PIpreserve の乖離が大きいことは看過
できない．MCI と PIpreserve の相関を最大ならしめる重み付けを得るために，MCI と正規化され
た路面特性値の重回帰分析を行った．分析の結果を表 5.2.7 に示す．自由度調整済み決定
係数 R2 は 0.8760 である．係数を和が 1 となるように正規化し，MCI と PIpreserve の相関を最大な
らしめる重み付けを次式のように得た． 
     RDRCRPImci 07.048.045.0                   (5.2.9) 
ここで，PImci：MCI との相関が最大となる PIpreserve． 
 
 
(a) EU 案 
 
 
(b) AU 案 




表 5.2.7 MCI と正規化された路面特性値の重回帰分析結果 
 係数 標準誤差 t P-値 
切片 -1.4057 0.1919 -7.3248 3.76E-12 
R(C ) 0.4076 0.0143 28.5449 1.71E-78 
R(D) 0.4429 0.0240 18.4528 1.14E-47 
R(σ) 0.0633 0.0198 3.1938 0.0016 
 
MCI と PImci の相関関係を図 5.2.4 に示す．MCI による判断基準「5 以上であれば望ましい
管理水準，4 以下であれば修繕が必要，3 以下であれば早急に修繕が必要」を図 5.2.4 の回
帰式に代入することで，PImci の管理基準「7：望ましい管理水準，6：管理目標，5：補修閾値」を
得ることができる．なお，PImci の式(5.2.9)を PIpreserve の式(5.2.4)と比較すると，R(C) R(D)間，










管理区間 8km 案における路面特性値，MCI および PI の平均値と順位を表 5.2.8 に示す．







C で区間 B に劣る区間 A とわだち掘れ量 D で区間 A に劣る区間 B の間で比較することは困
難である．これに対し，機能に応じた指標である PIcomfort と PIpreserve は両区間の比較を可能に
する．8km 案の場合，3 区間の MCI の大小関係と各 PI の大小関係に差は生じなかった． 
 
表 5.2.8 管理区間 8km 案における路面特性値と複合指標 
管理区間 8km 案 A B C 
C（%） 値 11.0 9.7 10.3 
順位 1 3 2 
D（mm） 値 7.9 9.0 10.4 
順位 3 2 1 
σ（mm） 値 2.21 2.22 2.81 
順位 3 2 1 
MCI 値 5.5 5.6 5.2 
順位 2 3 1 
PIcomfort 値 7.1 7.1 6.5 順位 3 2 1 
PIpreserve 値 7.1 7.2 6.7 順位 2 3 1 
PImci 値 7.5 7.6 7.3 順位 2 3 1 
 
b) 管理区間長の影響 
管理区間 4km 案における MCI および重み付け EU 案による PI の平均値と順位を表 5.2.9
に示す．MCI を基準とした指標の大小関係の逆転が，PIcomfort の区間 d 区間 e 間と区間 e 区
間 f 間および PIpreserve の区間 e 区間 f 間で生じている．このため，PIcomfort の区間 e と区間 f お





表 5.2.9 からは PIcomfort と PIpreserve により MCI とは異なる評価が可能であることが明らかであ
り，ネットワークレベルでの PI の MCI に対する補完性を表すものである．PImci は MCI に近似
した評価結果を得られることも確認した．ただし，これは評価区間の統合による差異の消失に
よることも考えられる．表 5.2.10 は評価単位区間 100m における複合指標を比較したものであ
るが，個別の評価単位区間では PImci は MCI を代替できない結果となっている．図 5.2.4 で確
認した MCI と PImci の相関関係は 240 区間のデータに基づくものであり，プロジェクトレベルへ
の適用は不適当である．既に述べたように，日本の実情に即した維持管理の必要性を判断す





表 5.2.9 管理区間 4km 案における複合指標 
管理区間 8km 案 A B C 
管理区間 4km 案 a b c d e f 
MCI 値 5.5 5.5 6.0 5.1 5.3 5.1 
順位 5 4 6 2 3 1 
PIcomfort 値 7.2 7.0 7.6 6.6 6.4 6.7 順位 5 4 6 2 1 3 
PIpreserve 値 7.1 7.1 7.8 6.6 6.7 6.8 順位 5 4 6 1 2 3 




表 5.2.10 評価単位区間 100m における複合指標 
評価単位区間 100m 1154 1256 1166 1253 1028 1067 1220 1156 
MCI 値 3.6 3.4 3.6 3.4 3.7 3.4 3.7 3.5 
順位 5 1 6 2 8 3 7 4 
PIcomfort 値 5.2 4.1 5 4.8 5.8 4.5 4.4 5.3 
順位 6 1 5 4 8 3 2 7 
PIpreserve 値 4.3 3.5 4.1 4.1 4.9 4 3.9 6.5 
順位 6 1 5 4 7 3 2 8 
PImci 値 4.9 4.2 5.0 4.3 5.4 4.4 4.8 5.5 
順位 5 1 6 2 7 3 4 8 
注）MCI による順位と差が生じたものの内，2 以上の差を赤色で示し，それ以外を
















舗装 4 特性（ひび割れ，わだち掘れ，縦断凹凸，ポットホール）および附属物 2 工種（区画
線，道路標示）の機能別重み係数を表 5.3.1 に示す．同表は，表 5.1.4 における附属物の工種
から防護柵，案内標識，規制・警戒標識を除いたものである． 
 
表 5.3.1 路面上 6 特性の機能別重み係数 
資産区分 工種 施設特性 安全 快適 
舗装 アスファルト舗装 
ひび割れ 0 0.6 
わだち掘れ 1.0 0.8 
縦断凹凸 0 1.0 
ポットホール 0.7 0.8 
附属物 区画線 所期の機能 1.0 0.7 




安全に係る PI を PIsafety，快適に係る PI を PIcomfort と略記する． 
 
5.3.2 課題の検証のための解析区間の概要 
延長 2km の管理区間を 6 区間想定し，舗装 4 特性（ひび割れ，わだち掘れ，縦断凹凸，ポ
ットホール）および附属物 2 工種（区画線，道路標示）に着目した．ポットホールおよび区画線・
道路標示については国内の実測データが得られないため，Fwa and Farhan（2012）がネットワ
ークレベルの舗装状態指数（Pavement Condition Index: PCI）の算出に用いた幹線道路にお
けるラベリングの実測データに基づいて，施設特性の評点を設定した． 
舗装 3 特性（ひび割れ，わだち掘れ，縦断凹凸）の評点を設定するにあたり，直轄国道管理
調査（基準調査）（建設省，1991）におけるひび割れ率 C，わだち掘れ量 D，平たん性 σ の




えるあるいは D が 20mm を超える組を抽出した．120 区間を無作為に 6 群に分け，延長 2km
の管理区間を 6 つ設定した．舗装 3 特性のデータを表 5.3.2 に示す．また，各管理区間にお
ける舗装 3 特性データの区間平均値を表 5.3.3 に示す．管理区間 F はひび割れ率 C が他の




表 5.3.2 舗装 3 特性のデータ 
 
注）わだち掘れの指標 D は平均わだち掘れ量である．D に 1.2 を乗じたものを最大わだち掘れ量とし
た． 
 
表 5.3.3 各管理区間における舗装 3 特性データの区間平均値 
管理区間 A B C D E F 
C（％） 1.0 1.4 0.7 2.7 10.4 25.2 
D（mm） 31.8 33.6 31.7 26.8 25.2 15.7 
σ（mm） 1.9 1.9 2.1 2.5 2.6 2.9 
 
ポットホールおよび区画線・道路標示の評点設定に用いたラベリングデータは 1km 区間デ
ータであり，表 5.3.4 に示すように，損傷の程度（重度，中度，軽度）に応じた 3 段階の記号（H，
M，L）と損傷した面積の百分率を表す数値から成る．評点の設定にあたり，H は補修閾値を
超えるもの，M は管理目標を超え補修閾値以下のものと読み替えた．データは同一 1km 区間
内に記号が共存していないが，実際の道路で H が存在し M が存在しないことは考えにくいの
で，H が存在する 1km 区間に同割合の M を割り当てた．各特性の損傷割合はラベリングの割
C D σ C D σ C D σ C D σ C D σ C D σ
(%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm) (%) (mm) (mm)
0.6 24.0 2.8 0.0 46.0 3.8 0.0 36.0 1.6 0.2 23.0 1.1 30.0 9.0 2.4 4.4 27.0 1.7
0.9 22.0 3.1 0.0 21.0 1.8 0.0 21.0 2.6 0.5 28.0 1.1 1.7 30.0 3.2 35.3 5.0 5.6
0.9 26.0 3.2 0.0 29.0 1.9 0.5 23.0 3.1 1.4 35.0 1.3 7.7 27.0 2.0 35.4 10.0 5.7
0.5 30.0 1.4 0.0 31.0 1.8 1.5 25.0 3.8 1.9 36.0 1.3 0.0 24.0 2.7 41.2 19.0 3.3
0.5 36.0 1.5 0.0 26.0 1.4 0.0 23.0 1.0 20.9 36.0 2.2 2.0 27.0 2.5 35.8 15.0 3.9
0.5 43.0 1.8 0.0 36.0 1.6 0.0 29.0 1.0 0.0 21.0 3.2 2.0 24.0 1.9 1.7 23.0 1.5
0.0 50.0 2.0 2.4 45.0 1.7 0.0 31.0 1.1 0.0 24.0 3.3 0.0 21.0 1.9 8.0 25.0 1.8
4.6 21.0 2.0 2.4 54.0 2.0 0.0 40.0 1.2 0.0 21.0 2.4 0.5 21.0 1.8 0.0 24.0 1.6
4.9 23.0 1.9 0.0 22.0 1.4 0.0 45.0 1.4 0.3 26.0 2.8 0.6 25.0 1.7 21.5 5.0 3.2
6.7 25.0 2.1 0.0 30.0 1.9 0.1 21.0 2.4 1.1 28.0 2.8 26.9 23.0 1.7 16.3 21.0 2.9
0.0 27.0 0.8 0.0 37.0 1.7 0.2 25.0 2.5 0.0 21.0 2.0 0.2 22.0 0.9 17.0 24.0 3.3
0.0 36.0 0.8 0.0 45.0 2.1 3.5 28.0 2.6 0.2 22.0 2.5 0.2 22.0 1.3 30.0 12.0 3.0
0.0 42.0 1.0 0.1 21.0 2.0 3.7 31.0 2.7 8.2 30.0 4.4 0.2 22.0 1.7 22.3 6.0 2.1
0.0 22.0 1.4 0.1 27.0 2.3 0.4 34.0 2.8 18.5 22.0 3.6 25.4 31.0 5.4 24.3 13.0 2.5
0.0 27.0 1.6 0.0 50.0 2.0 0.5 36.0 2.9 0.0 22.0 3.3 15.6 32.0 4.8 23.4 15.0 3.0
0.0 34.0 1.7 8.9 32.0 2.8 0.0 23.0 1.4 0.1 26.0 2.6 32.1 30.0 4.5 28.1 11.0 2.4
0.0 44.0 2.2 2.1 24.0 1.5 0.0 34.0 1.6 0.2 30.0 2.8 12.5 27.0 2.9 33.2 15.0 2.4
0.0 27.0 1.7 5.8 25.0 1.5 0.0 37.0 1.8 0.2 31.0 3.0 10.7 31.0 3.0 35.6 15.0 2.7
0.0 34.0 2.2 5.8 30.0 1.5 0.0 44.0 2.3 0.2 32.0 2.8 22.4 26.0 3.1 41.4 13.0 2.3
0.0 42.0 3.4 0.0 40.0 1.8 2.8 48.0 2.8 0.0 21.0 1.3 17.3 29.0 3.3 49.6 15.0 2.9




画線は 25%，道路標示は 50%である．舗装 3 特性と同様に 1km 区間が延長 100m の区間に
より構成されているものとし，損傷割合に対応した最小区間数を不適合区間数とした．例えば
表 5.3.4 の管理区間 F における道路標示の場合，第 1 の 1km 区間には H-27 とは別に M-27
が存在する．損傷割合はラベリングの割合 27％の 50％で 13.5％となり，10％（100m）を超え
20％（200m）以下なので不適合区間数は 2 となる．補修閾値を超えるものは H-27 による 2 区
間であり，管理目標を超えるものは H-27 による 2 区間と M-27 による 2 区間の 4 区間である．
さらに第 2 の 1km 区間には M-23 による管理目標を超える 2 区間があり，管理区間 F におけ













表 5.3.4 ポットホールおよび区画線・道路標示の不適合区間数 
  管理区間 A B C D E F 











ポットホール 管理目標を超える 1 10 6 3 7 9 
補修閾値を超える 0 5 0 0 3 3 
区画線 管理目標を超える 1 4 2 1 3 3 
補修閾値を超える 0 2 0 0 1 1 
道路標示 管理目標を超える 1 6 4 2 5 6 
補修閾値を超える 0 3 0 0 2 2 
注）ラベリングデータは延長 2km の管理区間を構成する 2 つの 1km 区間におけるデ



















































ipkpki WWWRWRPI            (5.3.2) 
統合型評価による全体 PI は各資産区分の重み係数に左右される．例えば，式(5.3.1)の αi に




評価による PI を等しいものにする αi がベースラインとなる．式(5.3.1)と(5.3.2)が等しいとするこ
とで，両ケースの PI を等しくさせる舗装の重み係数 α0 は次式で得られる． 






ipki WWW0                 (5.3.3) 
表 5.3.1 に示した路面上 6 特性の機能別重み係数を式(5.3.3)に代入すると，PIsafety に係る α0
180 
 
は 0.57，PIcomfort に係る α0 は 0.76 である．統合の重み係数 α と α0 との乖離が評価結果に与え
る影響を確認するために，両機能ともケース 1 における統合の重み係数 α を 0.5 とした． 




している．テキサス州の TxMAP における資産区分の重みは舗装が 50％，交通が 25％，路側
が 25％である．舗装と附属物に係る複合的評価における舗装の重み係数 α に置き換えると，
前者は 0.47，後者は 0.67 に相当する． 
 
c) 結果と考察 











表 5.3.5 路面上の特性による PI と優先順位 




舗装 4 特性による 56.8 35.3 49.4 61.5 56.2 78.5 
附属物 2 特性による 95.0 77.7 87.7 93.8 82.7 81.5 
両者の統合（α=0.5） 75.9 56.5 68.6 77.7 69.4 80.0 
優先順位 4 1 2 5 3 6 
ケース 1a 路面上 6 特性による 73.3 53.7 66.0 75.5 67.7 79.8 




舗装 4 特性による 81.3 68.8 76.3 82.5 76.3 76.9 
附属物 2 特性による 95.0 77.0 87.0 93.5 82.0 80.5 
両者の統合（α=0.5） 88.1 72.9 81.6 88.0 79.1 78.7 
優先順位 6 1 4 5 3 2 
ケース 1a 路面上 6 特性による 84.5 70.7 78.8 85.1 77.6 77.7 















果に差異をもたらす α の境界値を表 5.3.7 に示す．同表における PIcomfort に係る結果からは，α
と α0 との乖離が比較的に小さい領域では統合型評価と一体的評価の結果が等しく，α の値が
大きくなるにつれ両評価による順位に差が生じ，更には統合型評価による順位と舗装 4 特性
による順位が一致する．これとは逆に，α の値が小さくなるにつれ統合型評価による順位は附
属物 2 特性による順位に近づく．一方，PIsafety の結果は α が α0 よりも小さい領域でも統合型評
価の結果と舗装 4 特性による評価の結果が一致している．これは一体的評価による順位と舗
装 4 特性による順位が一致していることを表しており，その原因は舗装 4 特性による PIsafety の






















表 5.3.6 資産区分の重み係数が統合型評価の結果に及ぼす影響 




舗装 4 特性  56.76 35.29 49.41 61.47 56.18 78.53 
順位  4 1 2 5 3 6 
附属物 2 特性  95.00 77.69 87.69 93.85 82.69 81.54 
順位  6 1 4 5 3 2  0.70 68.24 48.01 60.90 71.18 64.13 79.43   4 1 2 5 3 6  0.60 72.06 52.25 64.72 74.42 66.78 79.73   4 1 2 5 3 6 
両者の統合 0.50 75.88 56.49 68.55 77.66 69.43 80.03 
順位  4 1 2 5 3 6  0.45 77.79 58.61 70.47 79.28 70.76 80.18   4 1 2 5 3 6  0.40 79.71 60.73 72.38 80.90 72.09 80.33   4 1 3 6 2 5  0.30 83.53 64.97 76.21 84.13 74.74 80.64   5 1 3 6 2 4  0.20 87.35 69.21 80.04 87.37 77.39 80.94   5 1 3 6 2 4  0.10 91.18 73.45 83.86 90.61 80.04 81.24   6 1 4 5 2 3  0.05 93.09 75.57 85.78 92.23 81.37 81.39   6 1 4 5 2 3 
ケース 1a 路面上 6 特性 
 73.33 53.67 66.00 75.50 67.67 79.83 




舗装 4 特性  81.25 68.75 76.25 82.50 76.25 76.88 
順位  5 1 2 6 2 4 
附属物 2 特性  95.00 77.00 87.00 93.50 82.00 80.50 
順位  6 1 4 5 3 2  0.95 81.94 69.16 76.79 83.05 76.54 77.06   5 1 3 6 2 4  0.90 82.63 69.58 77.33 83.60 76.83 77.24   5 1 4 6 2 3  0.80 84.00 70.40 78.40 84.70 77.40 77.60   5 1 4 6 2 3  0.75 84.69 70.81 78.94 85.25 77.69 77.78   5 1 4 6 2 3  0.70 85.38 71.23 79.48 85.80 77.98 77.96   5 1 4 6 3 2  0.60 86.75 72.05 80.55 86.90 78.55 78.33   5 1 4 6 3 2  0.55 87.44 72.46 81.09 87.45 78.84 78.51   5 1 4 6 3 2 
両者の統合 0.50 88.13 72.88 81.63 88.00 79.13 78.69 
順位  6 1 4 5 3 2 
ケース 1a 路面上 6 特性 
 84.52 70.71 78.81 85.12 77.62 77.74 





  PIsafety PIcomfort 
PI 舗装4特性：最大値-最小値 78.53-35.29 82.50-68.75 
附属物2特性：最大値-最小値 95.00-77.69 95.00-77.00 
α 
統合型と舗装の一致：下限値 0.45-0.40 0.79-0.70 0.95以上 1.25以上 
統合型と一体的の不一致：下限値 0.45-0.40 0.79-0.70 0.95-0.90 1.25-1.18 
統合型と一体的の一致：α0 0.57 1.00 0.76 1.00 
統合型と一体的の不一致：上限値 0.45-0.40 0.79-0.70 0.75-0.70 0.99-0.92 

































評価単位区間（区間） 101 102 103 104 











                     
                     
                     
管理目標30                     
管理目標35                     
補修閾値40                     
                     
区間最大値（mm） 43 43 38 33 
ケース1（30<x） 不適合 不適合 不適合 不適合 
ケース2（40<x） 不適合 不適合   
ケース3（30<x≦40）   不適合 不適合 












とにより，管理目標を超え補修閾値以下の区間数は舗装 3 特性合計で 44 から 22 に減少す
る．ポットホールの不適合区間数を設定し直すために，舗装 3 特性の減少率 50％をラベリング
データの M に係る損傷割合に適用した．例えば表 5.3.4 の管理区間 F における第 2 区間の
ラベリングデータ M-23 は M-12 となる．また，第 1 区間の H-27 は変わらず補修閾値を超える
区間数も変わらないが，第 1 区間に H-27 とは別に存在するとした M-27 は M-14 となる．ケー
ス 1b 用に設定し直したポットホールの不適合区間数を表 5.3.9 に示す． 
 
表 5.3.9 ケース 1b 用に設定し直したポットホールの不適合区間数 
  管理区間 A B C D E F 











ポットホール 管理目標を超える 1 8 4 2 6 7 
補修閾値を超える 0 5 0 0 3 3 
注）表 5.3.4 に対し，ラベリングデータの M に係る損傷割合を半減させている．H 由来




舗装 4 特性による PI と優先順位を表 5.3.10 に示す．ケース 2 における管理区間 A と C の
間で両 PI の値が一致しているのは舗装 4 特性の評点が一致していることによる．ケース 2 に
おける管理区間 E と F の間で PIsafety の値が一致しているのはわだち掘れとポットホールの評
点が一致していることによる．ケース 1 における管理区間 C と E，ケース 2 における管理区間
D と E，ケース 1b における管理区間 A と E の間で PIcomfort の値が一致しているが，2 特性の評
点の一致によるものではない． 
 
表 5.3.10 舗装 4 特性による PI と優先順位 
   A B C D E F 
PIsafety 
ケース 1 値 56.8  35.3  49.4  61.5  56.2  78.5  
順位 4 1 2 5 3 6 
ケース 2 値 73.5  66.2  73.5  91.2  93.8  93.8  
順位 2 1 2 4 5 5 
ケース 3 値 83.2  69.1  75.9  70.3  62.4  84.7  
順位 5 2 4 3 1 6 
ケース 1b 値 68.5  48.2  59.4  75.3  72.9  85.6  
順位 3 1 2 5 4 6 
PIcomfort 
ケース 1 値 81.3  68.8  76.3  82.5  76.3  76.9  
順位 5 1 2 6 2 4 
ケース 2 値 88.8  83.8  88.8  96.3  96.3  93.4  
順位 2 1 2 5 5 4 
ケース 3 値 92.5  85.0  87.5  86.3  80.0  83.4  
順位 6 3 5 4 1 2 
ケース 1b 値 86.3  75.0  81.3  88.8  86.3  81.6  
順位 4 1 2 6 4 3 









































補修閾値を超えている区間数により評点付けするケース 2b と 2c および補修閾値を考慮し
た正規化により評点付けするケース 4 と 4c を設定した．ただし，ケース 2b のわだち掘れには
最大わだち掘れ量を用い，ケース 2c のわだち掘れには平均わだち掘れ量を用いた．ケース 4
では評価単位区間 PI を解析区間で平均したものを解析区間 PI とし，ケース 4c では特性値
の解析区間平均値から解析区間 PI を算出した． 
評価単位区間データが存在する舗装 3 特性を用い，ポットホールに係るデータが不在でも
複数の特性が関係する舗装の PIcomfort に着目した． 
特性値の正規化は，式(5.1.4)における H として 100 を用いた次式によった． 
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                (5.3.1) 
ここで，x：特性値，R(x)：正規化された x， x1：x の補修閾値． 
 
c) 結果と考察 
舗装 3 特性による PI と優先順位を表 5.3.11 に示す．ケース 2b における管理区間 A と C，
ケース 2c における管理区間 A と B および D と E の間で PI の値が一致しているのは舗装 3
特性の評点が一致していることによる． 
 
表 5.3.11 舗装 3 特性による PI と優先順位 
 評点化   A B C D E F 
PIcomfort 
基準内率 
ケース 2b 値 85.0 86.7 85.0 95.0 100.0 96.3 
順位 1 3 1 4 6 5 
ケース 2c 値 91.7 91.7 95.0 100.0 100.0 96.3 
順位 1 1 3 5 5 4 
正規化 
ケース 4 値 60.4 59.5 59.1 58.7 54.2 51.5 
順位 6 5 4 3 2 1 
ケース 4c 値 59.5 57.8 58.4 58.7 54.2 51.1 
順位 6 3 4 5 2 1 
注）ケース 2c とケース 4 との間で 2 以上の順位差が生じたものを黄色で示す． 
 























表 5.3.12 ケース 2c および 4c に係る区間の特性値・評点・PI 
 管理区間 A B C D E F 
ケース 2c 区間の PWL(C) 100 100 100 100 100 85 
 区間の PWL(D) 75 75 85 100 100 100 
 区間の PWL(σ) 100 100 100 100 100 100 
 PIcomfort 91.7 91.7 95.0 100.0 100.0 96.3 
 優先順位 1 1 3 5 5 4 
ケース４c 区間平均値(C) 1.0 1.4 0.7 2.7 10.4 25.2 
 区間平均値(D) 31.8 33.6 31.7 26.8 25.2 15.7 
 区間平均値(σ) 1.9 1.9 2.1 2.5 2.6 2.9 
 区間の R(C) 97.5 96.6 98.4 93.3 74.0 36.9 
 区間の R(D) 20.6 16.1 20.8 33.1 37.1 60.9 
 区間の R(σ) 67.8 67.9 64.5 58.5 56.1 51.8 
 R(C)*0.6/2.4 24.4 24.1 24.6 23.3 18.5 9.2 
 R(D)*0.8/2.4 6.9 5.4 6.9 11.0 12.4 20.3 
 R(σ)*1.0/2.4 28.3 28.3 26.9 24.4 23.4 21.6 
 PIcomfort 59.5 57.8 58.4 58.7 54.2 51.1 
 優先順位 6 3 4 5 2 1 





5.4 第 5 章のまとめ 
5.1 節では，5.2 節（テーマ C）と 5.3 節（テーマ D）に共通するパフォーマンス指数
（Performance Index: PI）の算出方法と両テーマで検証すべき課題について述べた．日本での























5.2 節では，テーマ C「機能の観点からの予算配分の優先順位付け」として，舗装 3 特性（ひ
び割れ，わだち掘れ，縦断凹凸）による複合的評価を行った．舗装のネットワークレベルでの
測定データの整備状況を考慮したものであり，ひび割れ率 C，わだち掘れ量 D，平たん性 σ を
用いた．D は区間平均値であるため，評点化には補修閾値による正規化を用いた．維持管理




1) MCI と PI の相関を最大ならしめる重み係数を用いた場合，自由度調整済み決定係数 R2
190 
 
は 0.87 を超える．この場合，MCI による判断基準「5 以上であれば望ましい管理水準，4 以
下であれば修繕が必要，3 以下であれば早急に修繕が必要」に相当する PI の管理基準









4) PI により管理区間間の優先順位付けが可能となる．総合 PI による総合的評価だけでなく
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することにより，標本に管理区間の不良区間が含まれず点推定による管理区間 PD が 0 となっ























た 2 テーマについて論じた． 














た上でその他の附属物の重み係数の定義域を定めた．舗装に係る PI と附属物に係る PI を統
合し全体の PI を得る際に用いる両資産区分の重み係数は，道路管理の実情に即して政策的
に設定されるものとした． 
5.2 節では，テーマ C「機能の観点からの予算配分の優先順位付け」として，舗装 3 特性（ひ
び割れ，わだち掘れ，縦断凹凸）による複合的評価を行った．舗装のネットワークレベルでの
測定データの整備状況を考慮したものであり，ひび割れ率 C，わだち掘れ量 D，平たん性 σ を
用いた．D は区間平均値であるため，評点化には補修閾値による正規化を用いた．MCI と PI
の相関すなわち PI による補完性を検証した上で，路面特性値の課題と評点化された路面特
性値の補完能力，重み付けの影響，管理区間長の影響を確認した． 
本テーマで得られた知見と提案は以下のとおりである．1) MCI と PI の相関を最大ならしめ
る重み係数を用いた場合，自由度調整済み決定係数 R2 は 0.87 を超える．この場合，MCI に
よる判断基準「5 以上であれば望ましい管理水準，4 以下であれば修繕が必要，3 以下であれ





理区間間の優先順位付けが可能となる．総合 PI による総合的評価だけでなく機能別 PI によ
る個別的評価が重要である．5) ネットワークレベルで管理区間間の比較をする場合，比較す
べき区間間の差異が評価区間の統合により認知されなくなる可能性がある． 






















図 6.1.1 に示すように，テーマ A と B が扱った点検データの収集と蓄積については，技術マ
ニュアルとしての点検要領と支援システムとしてのデータベースが関係する．テーマ B が扱っ
た事業実施については，技術マニュアルとしての管理規定，作業標準，積算基準が関係する．










































の制度改正を見通せば，当該内部化は PBMC の導入に不可欠な準備ともなる． 
第 5 章において，「効果の向上に資する維持管理の優先順位付け」について論じた． 









だち掘れ量 D，平たん性 σ を用いた．MCI が着目する構造の健全性（保全）の観点に加え，
道路利用者の視点による機能として安全と快適による評価が可能となった．機能の観点から
MCI を補完する複合指標を提案することで道路管理者の説明責任を支援することができるよ
うになった．MCI と PI の相関を最大ならしめる重み係数を用いた場合の MCI の段階的管理
基準に応じた PI の管理基準を設定した． 
実施部局については，テーマ D「機能の観点からの事業実施の優先順位付け」を提案した．
対象区間が比較的に短い場合に附属物に係る測定データが整備されている可能性を考慮し









テーマ A「修繕予算配分の公平性と点検の省力化」に関連して，管理区間 PD の算出方法




































































付録-1 道路施設の複合的評価に関する研究事例の概要（3.2.3 関連） 
 






























態指数（Pavement Condition Index: PCI）を用い，橋梁の維持計画と予
算額については PONTIS の結果を活用した．既存のパフォーマンス指






参考文献 Sadek, A. W., Kvasnak, A. and Segale, J.: Integrated Infrastructure Management Systems—Small Urban Area’s Experience, Journal of 



















機能（system goal）保全に寄与する program category 舗装保全のパフォ
ーマンス指標は路面状態と remaining service life 残存耐用年数，安全

















別に，第 1 階層に機能の重み係数，第 2 階層に回答者，第 3 階層に






















参考文献 Li, Z. and Sinha, K.: Methodology for Multicriteria Decision Making in Highway Asset Management, Transportation Research Record, No. 
1885, pp. 79–87, 2004. 
Li, Z. and Sinha, K.: Multicriteria Highway Programming Incorporating 
Risk and Uncertainty --- A Methodology for Highway Asset Management 





















































参考文献 Gharaibeh, N., Chiu, Y. and Gurian, P.: Decision Methodology for Allocating Funds across Transportation Infrastructure Assets, 





























重み係数の設定   







参考文献 Bai, Q., Labi, S., and Sinha, K.: Trade-Off Analysis for Multiobjective Optimization in Transportation Asset Management by 
Generating Pareto Frontiers Using Extreme Points Nondominated 
Sorting Genetic Algorithm II, Journal of Transportation 
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付録-2 米国諸州の MQA プログラム（3.4.3 関連） 
 
2014 年に NCHRP の枠組みで実施された実態調査で回答が得られた 40 州のうち 28 州が，
MQA により維持管理行為をモニタリングするプログラムあるいは同様のプログラムを所有していた．
ここでは，Mississippi を加えた 29 州を対象とする． 
 
＜参考文献＞ Zimmerman, K. A.: Maintenance Quality Assurance Field Inspection Practices, p15, 
NCHRP Synthesis, No. 470, Transportation Research Board, 2015. 
＜有用なサイト＞Maintenance Quality Assurance 
http://www.wistrans.org/mrutc/training-libraries/mqa/ 
 









Arizona  Level of Service 
Customer-








































































































Kentucky  Maintenance Rating Program (MRP) 
Field Data 






















































New Jersey We have several systems, 
  http://www.state.nj.us/tran
sportation/ 


























































































































 DOT の HP に Program あり，DOT の HP に Manual あり． 
 DOT の HP に Program あり，DOT の HP 以外に Manual あり． 
 DOT の HP に Program なし，DOT の HP に Manual あり． 
 DOT の HP に Program なし（SC は HP にアクセスできず），DOT の HP 以
外に Manual あり． 





付録-3 二項分布とベータ分布の関係の証明（4.1.2 関連） 
 
確率変数 x がパラメータ n，p の二項分布に従うとき，x が k 以上となる確率 Pr(x≧k)は次式で表
せることを，数学的帰納法により証明する． 









   11, 11 0
1              (1) 
ここで，nCx：二項係数（nCx=(n(n-1)…(n-x+1)) /x!=n! /x!(n-x)!），B（  ）：ベータ関数（B(n,m)= 
Γ(n)Γ(m)/Γ(n+m) =(n-1)!(m-1)! /(n+m-1)!），Γ( )：ガンマ関数（自然数 n のとき Γ(n)= (n-1)!）． 
 
(Ⅰ) k=n のとき， 
左辺 np   



















(Ⅱ) k=i+1 のとき，式(1)が成り立つと仮定すると 












                   (2) 
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これは k=i のときも式(1)が成立することを示している． 
なお，右辺の変形にあたっては部分積分の公式（∫f(x)g’(x)dx=f(x)g(x)-∫f’(x)g(x)dx）および合成関
数の微分公式({f(g(x))}’=f’(g(x))g’(x))に留意する必要がある． 
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